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別添３ 
厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 

R５年度 総括研究報告書 

腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究 

 

研究代表者 岡田 浩一 埼玉医科大学 教授 
 
研究要旨  

1 普及啓発： 

各都道府県における普及啓発活動の推進し、普及啓発資材の利活用の推進と新たな開発を行った。 
研究班で作成した啓発資材「腎臓で後悔したくないあなたへ」「もし腎臓が働かなくなったら」を増

刷し、外来での配布、関連施設への配布を行った。 
CKD対策の推進に資する各種講演を全国各地で行った。 

 
2 診療連携体制構築： 
地域の実情に即したCKD診療連携体制の構築し、行政、保健師による検診結果に基づいた受診勧奨・

保健指導を推進した。 
 
3 診療水準向上： 
病診連携体制を通して、ガイドラインに沿った標準医療の提供を図った。また標準治療を組み合わ

せた集学的治療のCKD進展抑制効果を明らかにした。 
 
4 人材育成： 
腎臓病療養指導士の取得を促進し、CKD診療連携体制への参画を推進した。 
2023年12月16日に「保健師のための慢性腎臓病（CKD）対策WEBセミナー」を柏原班、岡田班、日本腎

臓病協会で共催した。その後研究班のHP上で、オンデマンド配信を行っている。 
 
5 研究開発： 
CKD対策支援データベースを更新した。またCKD患者数の概算の見直しを進めた。 
J-CKD-DB-Exを用いて、CKDの有病率、重症度分類ごとの患者数、ガイドラインの遵守率等について、

検討を行った。 

研究分担者 

柏原直樹 川崎医科大学 教授 

中川直樹 旭川医科大学 准教授 
西尾妙織 北海道大学病院 准教授 
旭 浩一 岩手医科大学 教授 
山縣邦弘 筑波大学 教授 
南学正臣 東京大学 教授 
福井 亮 東京慈恵会医科大学 助教 
今澤俊之 独立行政法人国立病院機構 
（千葉東病院臨床研究部）腎センター長 

要 伸也 杏林大学 教授 
成田一衛 新潟大学 教授 
若杉三奈子 新潟大学 特任准教授 
丸山彰一 名古屋大学 教授 
猪阪善隆 大阪大学 教授 
和田 淳 岡山大学 教授 
内田治仁 岡山大学 教授 
寺田典生 高知大学 教授 
向山政志 熊本大学 教授 

桒原孝成 熊本大学 准教授 
深水 圭 久留米大学 教授 

 
Ａ．研究目的 

本研究では、腎疾患政策研究班（研究代表：

柏原直樹）、日本腎臓学会、日本腎臓病協会と連

携し、腎疾患対策検討会報告書に基づいた CKD

対策の社会実装を推進する。具体的には各都道

府県における CKD対策を経年的に評価し、改善

点を検討して PDCAサイクルを回し、また CKD診

療連携体制の好事例を積極的に横展開すること

で、全国レベルでの CKD対策を推進する。その

進捗は CKD対策支援データベースとしてホーム

ページ上で医療関係者のみならず、全国民に公

開する。これにより CKD重症化を予防して新規

透析導入患者数を減少させ、さらに CKD患者

（透析患者及び腎移植患者を含む）の QOLの維

持向上を図る。 

 

 

Ｂ．研究方法 

1 普及啓発  

全国： 

１）CKD普及啓発活動の推進 

各都道府県責任者を中心に、行政と連携した

CKD 普及啓発活動を実施し、年度末ごとに実施状

況をモニタリングする。CKD 認知度は定期的に調
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査して公開し、年度ごとに更新する。 

２）普及啓発資材の活用と新たな展開 

これまでに作成された資材の活用を促進する。

またその効果に応じて、新たな開発を行う。 

 

北北海道ブロック：旭川市と連携し、CKD と特

定健診受診の重要性を住民に周知する。 
 

南北海道ブロック：一般的 CKD だけでなく、難

病に指定されている患者向けの講演会を行う。 

 

東北ブロック：各県において対面、ハイブリッド

などの形式の公開講座、講演等により幅広い対

象（一般市民、患者、医療スタッフ、かかりつ

け医）に対して、普及啓発活動を展開する。 
 
北陸ブロック:課題となっている若い世代への

啓発として、高校生・中学生を対象とした CKD
認知度調査を実施する。 

 

北関東ブロック：Covid19 感染症が５類に移行

することで、北関東各県での市民公開講座の開

催が各地で人数制限を緩和し、会場での様々な

工夫の上で開催する。 
Beans を CKD 診療ガイドライン２０２３の

更新に合わせ、内容の修正を行い、本研究の経

費を基に印刷を行い、各県の主要施設に配布す

る。 
 

東京ブロック：CKD 診療におけるチーム医療

（多職種連携）を主なテーマにした目黒区区民

講座（慢性腎臓病 CKD を予防しよう！）を開

催する。効果判定等を目的として参加者へのア

ンケート調査を実施する。 
 

東海ブロック：東海地区各県の代表者を中心に、

各県ごとに県民および市民公開講座を開催す

る。 
 

中国ブロック：岡山県では、感染に十分配慮した

形で、①啓発イベントと②CKD 県民公開講座

を行うこととした。 
 

九州・沖縄ブロック：CKD 普及啓発活動が、

透析導入阻止に如何に効果を発揮するかにつ

いて、久留米市とともに透析導入患者数など

のデータ解析を行なう。さらに九州全土と久

留米地区において、保健師、栄養士、医師等

の多職種により、各県からどのように現在の

CKD 普及啓発が進んでいるか検討を行なう。

加えて久留米市内の校区を医師、保健師、か

かりつけ医と協力してイベントに参加する。

浮羽市、筑前町において、保健師とともに 3
歳児健診における母親への CKD 啓発を行な

う。 

 

 

2 診療連携体制構築  

全国： 

１）診療連携体制の構築 

各都道府県責任者を中心に、かかりつけ医（医

師会）、腎臓専門医・専門医療機関、行政との連携

体制の構築を推進する。その連携に腎臓病療養指

導士や保健師も参画させる。その際、行政や都道

府県医師会を通した大規模な連携を構築するト

ップダウンのアプローチ、腎臓専門医・専門施設

とその医療圏におけるかかりつけ医（医師会）と

の小規模な連携からスタートして横展開するボ

トムアップのアプローチなど、地域の実情に即し

て体制構築に取り組む。また行政には、CKD 診療

連携構築モデル事業への参画を促す。各エリアの

体制構築の進捗状況、腎臓専門医や連携協力医、

腎臓病療養指導士の所在情報を調査して公開し、

年度ごとに更新する。 

２）紹介基準の普及 

「かかりつけ医から腎臓専門医・腎臓専門医療

機関への紹介基準」もしくはエリアの実情に即し

て修正した紹介基準を、診療連携体制構築の一環

として前年度に引き続き普及させる。紹介率（逆

紹介率については定点観測地域）の年次推移をモ

ニタリングして公開し、年度ごとに更新する。 

 

北北海道ブロック：旭川市医師会、旭川薬剤師会

と連携し、旭川圏域で CKD シールを導入し運

用する。 
 

東北ブロック：各県において対面、ウェブ、ハイ

ブリッドなどの形式の講演会，研修会などによ

り、かかりつけ医、多職種の医療スタッフ、行政

スタッフに対して、地域の実情に応じた診療連携

体制の構築を促進するための活動を継続する。 
 
北陸ブロック:各県の医療状況の特性に合わせ

て、行政や医師会、腎臓病療養指導士、薬剤師、

保健師、管理栄養士などの多職種と連携を取り

ながら対策を推進する。またそれらの取り組み

状況を相互に共有し、対策の参考とする。 

 

北関東ブロック：北関東各県において、地区医師

会、行政、かかりつけ医との会議、検討を行い、

連携構築を着実なものとなった。各県とも県庁、

県医師会との会議を通し、診療連携体制の確立
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をめざした。 
 

東京ブロック：これまで、東京都の日本腎臓病協

会(JKA)慢性腎臓病対策部会の担当者は代表 7
名、地区幹事 4 名の計 11 名であった。しかし、

人口が多いことや、都内には 13 の医学部があ

ることなどにより、各地で診療連携体制構築を

実践するためのマンパワーは不足していると

考えられた。また、既存の連携体制等があった

としても、自施設の近隣地域以外の情報を得る

ことや、さらなる体制の充実に関わることは困

難であった。そこで増員を図ることとした。 
 

南関東ブロック：各県の代表者を中心に、行政、

県および市町村医師会とかかりつけ医との連携体

制の維持および拡大を継続する。 

 

中国ブロック：岡山県では OCKD-NET を皮切

りに KCKD-NET、MCKD-NET、東備 CKD-
NEY、井笠エリアCKD-NET、そして高梁CKD-
NET、新見市 CKD-NET が設立され、おおよそ

県内すべてのエリアに CKD-NET の設置が完

成しており、今年度は、全てのエリアで CKD-
NET の開催を継続する。 
 
九州・沖縄ブロック： 地域における CKD 診療

連携体制を構築・強化するため、多職種間を含

めた会議・研究会等による進捗の確認、情報共

有を行う。 
 
定点観測地点：旭川市、千葉県、岡山県美作お

よび熊本市の 4つの CKD医療連携ネットワーク

における CKD診療連携体制の実際について、調

査を継続する。 
 

 
3 診療水準向上 
全国： 

１）標準治療の普及 

ガイドラインで推奨されている標準診療を、診

療連携体制構築の一環として引き続き普及促進

する。定点観測地域を中心にかかりつけ医におけ

るガイドラインの普及率と標準治療の実施率の

年次推移をモニタリングして公開し、年度ごとに

更新する。 

２） CKDに対する集学的治療効果の検証 

AMED研究班と連携し、J-CKD-DBExを用いて、CKD

に対する集学的治療（標準治療の組み合わせ）の

有効性を検証する。 

 

北北海道ブロック：旭川市医師会会員を対象に、

CKD 診療の実態調査アンケートを行い、今後

の CKD 対策に活用する。 
 

東北ブロック：CKD 地域診療連携の中核となる

日本腎臓学会認定教育施設を中心に血圧手帳

を配布し、家庭血圧測定記録の普及と活用を促

進する。 
 

北関東ブロック：日本透析医学会統計調査委員

会から公表される、各県の新規透析導入患者数

統計ならびに NDB オープンにて公表される各

県の CKD 患者数、CKD に関する診療項目につ

いて、北関東各県での比較検討を行った。地域

別の比較のため、今年度からは性、年令調整後

人口１０万人あたりで算出する。 
 

東京ブロック：2020 年 2 月から 2022 年 10 月

までに東京慈恵会医科大学附属病院に入院し

た COVID-19 入院患者のうち、入院前 14～365
日の間に蛋白尿検査を実施した342例について、

入院前（既存）および入院時（感染後）の蛋白

尿の程度と COVID-19 の重症度との関連、およ

び、COVID-19 感染前後での蛋白尿の変化等を

調べた。 
 

近畿ブロック：大阪府では、大阪府の 5 大学お

よび主要拠点病院の腎臓専門医と大阪府内科

医会会長が世話人となり、大阪慢性腎臓病対策

協議会(O-CKDI)発足後、大阪府における CKD
の普及啓発、地域連携の構築に取り組んできた。

2015 年のアンケート結果から、CKD 診療ガイ

ド 2012 に沿った治療の普及の必要性があると

考えられたことから、大阪府内科医会と連携し

て、CKD 連携紹介基準を作成し、この紹介基準

の監修に O-CKDI も関わり、大阪府内科医会会

員にも周知している。その後、エビデンスに基

づく CKD 診療ガイドライン 2018 発刊に伴い、

CKD 連携紹介基準も修正している。このよう

な取り組みが CKD 治療の実態にどのような効

果をもたらしたかを検証するために、2015 年に

おこなったアンケート調査と同じ項目につい

て再度アンケート調査を行い、CKD 治療の実

態に変化が認められたかを報告した。腎臓専門

医から一般内科の先生方に対して、診療水準向

上のための啓発活動を行っているが、近年新し

く保険適用となった CKD 治療に対する治療薬

に関する実態を明らかにし、連携体制構築の効

果、診療水準の向上に対する効果を検証するた

めに、調査を大阪府内科医会の先生方に対して

アンケート調査を行うこととした。 

 

九州・沖縄ブロック：地域における CKD 診療水
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準の向上を図るため、多職種間を含めた会議・

研究会等による進捗の確認、情報共有を行う。

さらに、ブロック内の非専門医を対象とした講

演会を開催し、情報共有および CKD 診療の均

霑化を図る。 
 

定点観測地点：旭川市、千葉県、岡山県美作お

よび熊本市の 4つの CKD医療連携ネットワー

クにおける CKD診療水準の実際について、調

査を継続する。 

 

 

4 人材育成    

全国： 

１）人材育成（腎臓病療養指導士の継続的な育

成）：第 7回腎臓病療養指導士資格認定に向け、認

定のための講習会の実施、研修記録の評価、試験

応募および試験の実施と認定などを順次進める。

また、2018年第 1回認定者（1 年猶予者）および

第 2回認定者の資格更新を進める。 

２）腎臓病療養指導士の地域差是正：各都道府県

において腎臓病療養指導士の協議会（連携の会）

を組織し、その支援策について検討する。 

３）多職種連携の推進とエビデンス構築と兵十的

な教育プログラムの作成：厚生労働科学研究腎疾

患政策研究「慢性腎臓病（CKD）患者に特有の健

康課題に適合した多職種連携による生活・食事指

導等の実証研究（代表要 伸也）」（要班第 2 期）に

おいてこれを進める。また、第 1期で作成した「CKD

のための多職種連マニュアル」を作成する。 

４）保健師によるCKD患者への生活指導、受診勧奨

を推進するため、保健師を対象としたCKD対策セ

ミナーを実施する。 

 

北北海道ブロック：北北海道ブロックにおける

腎臓病療養士の育成を目指す。 
 

南北海道ブロック：腎臓専門医の育成、腎臓病療

養指導士の数を増やす、かかりつけ医で CKD診療

をできる医師の養成を行う。 

 

東北ブロック：各県で腎臓専門医、腎臓病療養指

導士を育成する。 
 

近畿ブロック：CKD の重症化予防のためには、

CKDの早期発見、早期治療が重要である。そこで、

大阪府の各市町村における特定健康診査実施率

および特定保健指導実施率を調査した。また、特

定健診データとレセプトデータを突合し、特定健

診で要受診と診断された府民が医療機関を受診

するまでの期間を調査した（図 1,2）。 

図 1 特定健診受診後の医療機関受診の調査 
 

図 2 調査方法 
 

さらに、比較的特定保健指導に熱心な豊中市を対

象として、特定保健指導終了時点の６か月後およ

び終了後６か月後の体重や血圧などの推移を調

査し、特定保健指導による行動変容が維持できて

いるかを調査した。 
 

中国ブロック：多職種による CKD 医療連携の発

展には腎臓病療養指導士の数を増やし、また腎

臓病療養指導士でなくても、メディカルスタッ

フのレベル向上がはかる。 
 

九州・沖縄ブロック：地域における CKD の普及

啓発推進および診療連携体制構築・強化を目的

として、腎臓病療養指導士を中心とした人材育

成を行う。また、九州・沖縄ブロックを対象と

した講演会・研究会を開催し、情報共有を行う。 

 

 
5 研究開発 
全国： 

1) CKD対策支援データベース構築 

前年度に構築・公開した CKD対策支援データベ

ースの収納データである各エリアの a）普及・啓

発の取り組みと認知度(visual abstract)、b）診



 

5 
 

療連携体制構築の取り組み(visual abstract)、c）

腎臓専門医・連携協力医の所属、d）腎臓病療養指

導士数（できれば所属）、e）新規透析導入患者

数（人口当たり・年齢調整）の年次推移を、年

度ごとに更新する。 

 

2) CKD患者数推定 

①CKD患者数の実態調査: 

わが国の CKD 有病者数を調査する方法として、

特定健診データ、各地のコホート研究、NDB デ

ータなど、どのデータを用いるのが適切か検討

した。CKD 有病割合の推定について、集団の特

性によって推定値が影響を受けるため、就労世

代の健保データ、高齢世代を中心とした自治体

国保データの両者の分析を行う。また、健診受

診者、医療機関受診者の結果を一般集団に外挿

する際にはサンプリングバイアスの影響を考

慮する必要があるため健診受診（医療機関受診）

確率を推定し、受診確率によって重みづけした

CKD有病割合推定を行う。 

②CKD患者数に影響を与える因子の解明: 

わが国の CKD患者数は、高齢化や糖尿病など生

活習慣病の影響で増加していることが予想さ

れる。しかしながら、それらの要因の影響は地

域によって差があることが予想される。わが国

の CKD 対策の均霑化のためにも、CKD 患者数に

影響を与える因子を解明することは重要であ

る。そこで、大阪府内での生活習慣病罹患率と

CKD罹患率の関連を検討することとした。また、

上記の CKD 患者数の実態調査において、CKD 患

者数に影響を与える因子を解明する方法につ

いても検討した。個人レベルでの CKDリスク因

子に関する検討も行う。健診で取得される古典

的なリスク因子に加えて社会経済因子等の検

討も行う。 

 

3)AMED研究班と連携し、J-CKD-DBを用いて、相

加・相乗作用のある標準治療の組み合わせを創

出する。 

 

４）CKD 対策支援のために、日本透析医学会が

公表している統計調査データならびに政府統

計を用いて、①2021年の都道府県別・男女別・

年齢階級別・透析導入率を明らかにした。透析

導入率の低下に寄与するため、２つの異なった

視点から解析を行った。一つめは、都道府県差

からの視点である。②都道府県別・透析導入率

に影響する要因について解析を行った。さらに、

③健康診断データを活用して、地域レベルでの

CKD 患者数を推計する簡便な計算法を公開し

た。二つめの視点は、原疾患別の検討である。

④近年増加傾向にある腎硬化症による透析導

入患者の臨床的特徴を明らかにし、⑤急速進行

性糸球体腎炎による透析導入率の経年変化を

明らかにした。最後に、腎疾患対策検討会報告

書発出後 4 年での評価として、⑥近年の透析導

入率の変化，2006～2021 についても解析を行

った。 
（倫理面への配慮） 

診療水準向上：東京ブロックでは、東京慈恵会医

科大学倫理委員会の了承を得て行なった。受付

番号：32–051[10126]  近畿ブロックでは、患

者に対する調査ではなく、医師に対する意識調

査のため、個人情報保護の観点からは倫理委員

会の申請は不要と判断している。 
人材育成：腎臓病療養指導士名を公開するにあた

り、個人情報の管理に十分な配慮を行った。近畿

ブロックでは、近畿ブロック：各臨床研究は、実

施施設の倫理委員会の承認のもとに進め、個人情

報にも十分な配慮のもとに進めている。 

研究開発：本解析は、個人情報を含まない公表

されている集計数字を用いた解析であり、人を

対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（文部科学省・厚生労働省・経済産業省、

令和 3 年 3 月 23 日、令和 4 年 3 月 10 日一部

改正、令和 5 年 3 月 27 日一部改正）の適用外

である。 

その他、特に問題はない。 

 

 

C.研究結果 
全国： 
1 普及啓発  

１）CKD普及啓発活動の推進 

日本腎臓病協会と連携し、2023年度には全国で

CKD 普及啓発のイベントを 148 回開催した。コロ

ナ禍で減少したイベント数は段階的に回復して

おり、2023年度はコロナ禍以前のレベルより多い

頻度であった。各地の具体的な取り組みを CKD対

策支援データベースに収納し、公開した。 

さらに民間企業とのコラボレーションで新た

なチャネルから CKD普及啓発に取り組んだ。 
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その結果、60歳代以上の CKD疾患認知度は高めで

あったが、20～50歳代の CKD疾患認知度が経時的

に上昇傾向を示している。 

 
協和キリン・日本腎臓病協会による慢性腎臓病

（CKD）認知度に関する全国アンケート調査（2023

年度のみアンケート様式の変更があり、各世代と

も知っているの回答率が低下している） 

 

２）普及啓発資材の活用と新たな展開 

未病、有リスク者への啓発資材を作成し、研究

班ホームページでダウンロード可能なファイル

として公開し、利活用を促進した。 

 

 
未病者用の CKD啓発資材 
 

 

 

 

 
有リスク者への啓発資材 
 
 
2 診療連携体制構築  

１）診療連携体制の構築 

日本腎臓病協会 CKD対策部会と連携し、地域の

実情に即した診療連携体制の構築を推進した。各
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地の取り組みは横展開用情報として、CKD 対策支

援データベースに収納し、公開した。 

 連携制度の構築とその効果を検証するための

定点観測ポイントでは、連携制度数は変動がある

ものの、連携に参加するかかりつけ医数は増加も

しくは高め安定で推移している。 

 

 
４定点観察ポイント（北海道旭川市、千葉県、岡

山県美作、熊本県熊本市）における連携かかりつ

け医数の推移 

 

４定点観察ポイント（北海道旭川市、千葉県、岡

山県美作、熊本県熊本市）における連携管理下の

患者数の推移 

 

２）紹介基準の普及 

かかりつけ医へのアンケート結果（2019 年）で、

腎臓専門医への紹介が最も多い CKD ステージは

G3b だったが、CKDステージ G4＋G5の合計紹介患

者数の方が多かった。一方、腎臓専門医がかかり

つけ医と連携して併診すべきと考える CKDステー

ジは、最多が G3b、ついで G3a であった。かかり

つけ医と腎臓専門医間に紹介・連携すべきと考え

る CKD 患者ステージに格差があり、より早期から

の紹介・連携開始を推進していく必要があり、地

域の実情に即した連携体制の構築（修正版紹介基

準の作成など）を進めた。2024年度にも再度アン

ケート調査を実施し、進捗状況を評価する予定で

ある。 

 
かかりつけ医から腎臓専門医へ紹介する CKDステ

ージ（かかりつけ医 601名のアンケート） 
 
 

かかりつけ医から紹介を受け、腎臓専門医が併診

すべき CKDステージ（腎臓専門医 727名アンケー

ト） 
 
3 診療水準向上 

１）標準治療の普及 

CKD病診連携制度の構築とその効果を検証する

ための定点観測ポイントにおけるモニタリング

の結果、連携制度内で管理されたCKD患者におけ

る標準治療の達成率は高い傾向が認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療連携体制内で管理されたＣＫＤ患者におけ

る標準治療の達成率（千葉県） 

 

0 20 40 60 80 100

G1…

G2…

G3a…

G3b…

G4…

G5…

2019 2020 2021 2022 2023
連携体制でケア中の患者における栄養指導の実施率 51.30% 47.30% 62.90% 29.30% 21.60%
連携体制でケア中の患者における血圧＜
140/90mmHgの割合(75歳以上では血圧＜
150/90mmHg)

60.80% 60.50% 55.50% 68.90% 76.10%

連携体制でケア中の患者におけるHb11~13g/dLの割
合(75歳以上ではHb9~13g/dL)

84.30% 90.90% 77.70% 75.30% 63.90%

連携体制でケア中のDKD患者におけるHbA1c＜7%
の割合(75歳以上ではHbA1c＜8%)

66.30% 83.50% 71.40% 77.70% 64.90%

腎代替療法導入依頼患者におけるSDM実施率 78.70% 89.30% 89.50% 88.80% 89.70%

Q:どの腎機能レベルから腎臓専門医と併診す

べきと考えますか？ 
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診療連携体制内で管理されたＣＫＤ患者におけ

る標準治療の達成率（岡山県美作） 

 

ただし、遵守率が変動する地域も認められた。 

 

２）CKDに対する集学的治療効果の検証 

J-CKD-DBExを用いて標準治療の目標達成数とCK

D進展抑制を検討した結果、CKD診療ガイド・ガイ

ドラインの推奨の達成数が6つ以上のCKD患者は、

5つ以下のCKD患者に比較して、有意に予後良好で

あった。（日本腎臓学会学術集会2023、米国腎臓

学会KidneyWeek2023にて発表）（Sci Rep 修正投

稿中） 

 
北北海道ブロック： 

1 普及啓発  

旭川市と連携し、CKD と特定健診受診の重

要性を示した広告をフリーペーパーに掲載し

た。 

 
https://www.liner.jp/freepaper/20231205/inde
x.html#page=3 
 

2 診療連携体制構築  

旭川市医師会、旭川薬剤師会と協議を進め、

2023 年 9 月より以下の運用で CKD シールを

導入した。 
＊CKD シール貼付の目的    
腎機能低下時における薬の適正使用（副作用、

相互作用を未然に防ぐ）  

＊CKD シール貼付基準：以下の状態が 3 か

月以上続いている。 
・ eGFR 60 未満 または 血清クレアチニン 

男性 2mg/dL 以上 女性 1.5mg/dL 以上 
・ 人工透析中の患者も含む 
＊CKD シールを貼付する医療従事者   医

師・薬剤師・看護師 
＊CKD シールの貼付：原則、お薬手帳の表紙

に貼付する。患者の希望を確認し、表紙裏でも

可。 

 
 

【2023 年度末の運用実績】申請 48 件 

 
 
3 診療水準向上 

実施期間：2022 年 10 月－12 月 
対象：旭川市医師会会員 
市内 200 施設にアンケートを配布し、24 施

設(12%)より回答が得られた。 
 
Q1. 外来で診療する Cr 2mg/dl 以上の CKD 患

者数はどのくらいですか？（１か月あたり） 

 
Q2. 「CKD 診療ガイドライン 2018」（日本腎

臓学会編）についてご存じですか？ 

2019 2020 2021 2022 2023
連携参加かかりつけ医＊におけるガイドライン普及率 77.60% 80.4% 85.70% 77.40% 82.90%
連携体制でケア中の患者における栄養指導の実施率 76.20% 71.8% 40.30% 59.10% 61.60%
連携体制でケア中の患者における血圧＜
140/90mmHgの割合(75歳以上では血圧＜
150/90mmHg)

81.00% 77.8% 73.60% 71.00% 85.60%

連携体制でケア中の患者におけるHb11~13g/dLの割
合(75歳以上ではHb9~13g/dL)

87.30% 91.0% 84.70% 90.30% 89.00%

連携体制でケア中のDKD患者におけるHbA1c＜7%の
割合(75歳以上ではHbA1c＜8%)

78.30% 81.3% 89.50% 84.90% 80.80%

腎代替療法導入依頼患者におけるSDM実施率 100.00% 導入なし 50% 11.80% 100.00%

https://www.liner.jp/freepaper/20231205/index.html#page=3
https://www.liner.jp/freepaper/20231205/index.html#page=3
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Q3. 「旭川圏糖尿病性腎症重症化予防プログラ

ム」についてご存じですか？ 

 
Q4. 腎臓専門医へ患者を紹介する目安/基準を

教えていただけますか？（複数回答可） 

 
Q5. 旭川市で CKD シールが導入となった場

合、利用してみたいと思いますか？ 

 
 
南北海道ブロック： 
1 普及啓発  

南北海道ブロックは、札幌、道南、胆振、十勝、

釧路、北見エリアからなり、各エリアにてエリア

の状況に見合った啓発のための講演会を行った。

7 月には毎年行っている、北北海道のエリア代表

も集まって行う、行政、医師会、薬剤師、保健師

などの多職種も参加した大規模な CKD 対策講演

会を行い、情報共有及び成果の共有を行った。患

者向けの講演会に関しては、対面で北海道保健福

祉部案健康安全局地域保健課と協力し開催した。

また、短い CKD 啓蒙の動画撮影を行い、道庁か

ら動画配信を行った。 

今年度は CKD のみならず、難病患者向けの講

演会も積極的に行った。2023 年 10 月 7 日には北

海道大学病院臨床大講堂にて第5回多発性嚢胞腎

の会を開催し、130 名程度の参加があった。この

会は、北見赤十字病院と Web でつなぎ、オホーツ

クエリアの患者も20名程度参加していただいた。 
また、札幌市難病医療相談会では IgA 腎症、多発

性嚢胞腎、一次性ネフローゼ症候群についての動

画を撮影し、Web で配信を行った。世界腎臓デー

にはさっぽろテレビ塔を緑色に点灯し、メディア

に CKD 啓蒙のパンフレットを配布し、腎臓の大

切さが広まるように活動した。 
 

2 診療連携体制構築  

札幌で昨年度に開始された CKD シールの運用

であるが、多くの薬局、病院・クリニックに CKD
シールの意義や重要性を啓蒙し、多くの施設にシ

ールをお送りし、実際使用を開始していただいた。

また、患者に向けても CKD シールの啓蒙を行っ

た。 
 
東北ブロック： 

1 普及啓発  

各県で日本腎臓病協会の共催または後援の

もと次の活動が実施された。 
• 「肝腎要の慢性腎臓病予防教室（対面）」    

（令和 5 年 6 月 24 日、岩手県矢巾町） 
• 「元気で長生き!慢性腎臓病予防セミナ

ー（ハイブリッド）」（令和 5 年 8 月 5 日、

岩手県盛岡市） 
• 「第 16 回腎臓病フォーラム（対面）」（令

和 5 年 8 月 27 日、宮城県仙台市） 
• 「2023 年奥州市民公開講座（対面）※」     

（令和 5 年 10 月 15 日、岩手県奥州市） 
（※は行政からの登壇あり．開催順） 

 

2 診療連携体制構築  

各県で日本腎臓病協会の共催または後援の

もと次の活動が実施された。 
• 「能代山本 CKD 治療の連携を考える会

（ウェブ）」（令和 5 年 4 月 20 日、秋田県

能代市） 
• 「石巻 CKD 地域連携セミナー（ハイブリ

ッド）※」（令和 5 年 5 月 11 日、宮城県石

巻市） 
• 「泉区エリア病診連携 WEB セミナー（ハ

イブリッド）」（令和 5 年 5 月 25 日、宮城

県仙台市） 
• 「登米 CKD 連携セミナー（対面）」（令和

5 年６月 13 日、宮城県登米市） 
• 「Kyowa Kirin Web Seminar〜サイコネ

フロロジー勉強会 Vol.2〜（ハイブリッド）」
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（令和 5 年６月 29 日、宮城県登米市） 
• 「令和 5 年度遠野市医師会学術講演会（対

面）」（令和 5 年 7 月 5 日、岩手県遠野市） 
• 「第５回いわき市糖尿病性腎症重症化予

防プログラム講演会（対面）※」（令和 5 年

７月７日、福島県いわき市） 
• 「第４回大館北秋田地区糖尿病重症化予

防を考える会（ウェブ）」（令和 5 年 7 月 13
日、秋田県大館市） 

• 「第２回仙台南 CKD 診療連携講演会（ハ

イブリッド）」（令和 5 年 7 月 13 日、宮城

県仙台市） 
• 「伊達 CKD 勉強会（ウェブ）」（令和 5 年

９月 13 日、福島県伊達郡） 
• 「第 792 回奥州市医師会学術講演会・令和

5 年度第７回奥州薬剤師会研修会（対面）」

（令和 5 年９月 15 日、岩手県奥州市） 
• 「花巻市医師会生涯教育講座（対面）※」

（令和 5 年 9 月 21 日、岩手県花巻市） 
• 「第３回 CKD における病診連携を考える

会（ハイブリッド）」（令和 5 年 9 月 22 日、

岩手県盛岡市） 
• 「鶴岡地区糖尿病性腎症重症化予防セミ

ナー（対面）※」（令和 5 年 9 月 27 日、山

形県鶴岡市） 
• 「酒田地区糖尿病性腎症重症化予防学術

講演会（ハイブリッド）」（令和 5 年 10 月

4 日、山形県酒田市） 
• 「青葉区 CKD 病診連携 Web セミナー（ハ

イブリッド）」（令和 5 年 10 月 12 日、宮城

県仙台市） 
• 「第３回郡山市糖尿病性腎症重症化予防

プログラム講演会（ハイブリッド）※」（令

和 5 年 10 月 19 日、福島県郡山市） 
• 「第２回岩沼市糖尿病性腎症重症化予防

懇話会(ハイブリッド) ※」（令和 5 年 11 月

13 日、宮城県岩沼市） 
• 「大崎エリア CKD 連携講演会（ハイブリ

ッド）」（令和 5 年 11 月 20 日、宮城県大崎

市） 
• 「糖尿病性腎症重症化予防対策講演会（ハ

イブリッド）」（令和 6 年 2 月 7 日、秋田県

湯沢市） 
• 「第２回能代山本 CKD 治療の連携を考え

る会（ハイブリッド）」（令和 6 年 3 月 13
日、秋田県能代市） 

• 「八戸の腎疾患診療連携を考える会（ハイ

ブリッド）」（令和 6 年 3 月 14 日、青森県

八戸市） 
（※は行政からの登壇あり。開催順） 

また、上記以外に東北ブロック全体での取り組

みとして次の活動が実施された。 
• 「 Tohoku Nephrology Research 

Conference for Nephrologist 腎臓専門医

のための東北腎臓研究会（ウェブ）」（令和

5 年 11 月 9 日、福島県郡山市より配信） 
• 「Core Symposium 2023 in Tohoku（対

面）」（令和 5 年 11 月 15 日、宮城県仙台

市） 
 
3 診療水準向上 

ブロック内の日本腎臓学会認定教育施設 27
施設、ならびにその連携施設 20 施設、計 47施

設に特定非営利活動法人日本高血圧協会発行

（同法人並びに特定非営利活動法人日本高血

圧学会編集）の血圧手帳を合計 8200 部入手し

配布した。 

各県別の配布施設数は下記の通り。青森県 2、

岩手県 22、宮城県 4、秋田県 5、山形県 6、福島

県 8。 

 
北陸ブロック 

1 普及啓発  

CKD 啓発活動は各県で活発に行われた。市民

公開講座の開催、CKD 啓発のためのパンフレ

ット配布、横断幕・懸垂幕の掲示、かかりつけ

医と専門医の連携強化のためのセミナー、腎臓

病療養指導士の勉強会などが各県で積極的に

行われた。高校生・中学生の腎臓や CKD に対

する認識は低いことが分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
腎臓病療養指導士勉強会 (2023年10月24日)  
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市民公開セミナーin 新潟 (2023年11月18日)  
新潟・新発田・長岡・魚沼・佐渡・上越にて 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
CKD啓発懸垂幕掲載：新潟市役所 (2024年2月29
日〜2024年3月13日) 
 

北関東ブロック： 

1 普及啓発  

令和５年度には市民公開講座を各県で複数回

開催できた。 
Beans は各県代表間で内容の再確認を行い修

正の上、各県 1000 部の冊子体を病院等にて配

布した。 
 

2 診療連携体制構築  

新型コロナ感染症後の令和５年度においても、

積極的な会合開催による連携構築の努力がな

された。個々の地区単位での連携成果の報告が

ある。 
 
3 診療水準向上 

人口１０万人あたりの CKD 患者数は長野県

が最も多く、ついで山梨、群馬、茨城、栃木の

順であった。しかしながら、中重症 CKD 患者

数は群馬、山梨、栃木の順となり、長野県は茨

城についで少なかった。 
新規透析導入患者数の過去１０年間の平均

では長野県が全国平均 31.76 人を大きくしたま

わる 26.59 人であり、他の４県はいずれも全国

平均を上回っていた。 
 

東京ブロック： 

1 普及啓発 

CKD 診療におけるチーム医療（多職種連携）を

主なテーマにした目黒区区民講座（慢性腎臓病

CKD を予防しよう！）を、2024 年 2 月 4 日、

目黒区役所大会議室にて開催した。各職種から

の 6 セッションと Q&A コーナーを含めた 2 時

間半の講座の後に、効果判定等を目的として参

加者へのアンケート調査を実施した。参加者の

うち、78 名から回答が得られた。「本日の区民

公開講座は何で知りましたか（複数回答可）」の

回答は、最多は区報（29 名）、以下、かかりつ

け医にあった案内状（17 名）、ホームページ・

SNS 等（16 名）であった。「本日の講座をきい

て当てはまるもの（複数回答可）」の回答では、

最多は減塩に取組もうと思った（52 名）、以下、

検査結果を見直そうと思った（28 名）、運動し

ようと思った（28 名）、持病の治療を続けよう

と思った（20 名）、健診や人間ドックを受けよ

うと思った（10 名）、受診勧奨に従おうと思っ

た（9 名）であった。「腎臓に悪い影響を与える

ものは何でしょうか（複数回答可）」の回答では、

過剰な塩分摂取（74 名）、糖尿病（69 名）、高

血圧（68 名）、肥満（63 名）、喫煙（60 名）、高

コレステロール（49 名）などが多かった。  

 

2 診療連携体制構築  

地区幹事を４名から 30 名に増員し、代表と地

区幹事の合計は 11 名から 36 名（2024 年 4 月

22 日現在の内諾者）となった。また、関連病院

を含めると、全 13 大学からの参画が得られる

こととなった。 
 
3 診療水準向上 
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治療の進歩やワクチンの普及等により、流行

初期と比べて COVID-19 の予後が改善したた

め、多くの既報で重症の指標とされる死亡や呼

吸器使用例は少なかった。そこで本研究では、

酸素需要と肺炎発症を重症指標とした。 
入院前の蛋白尿の程度と、COVID-19 の重症度

との関連は認めなかったが、入院時の蛋白尿の

程度は重症化と関連していた。また、入院時の

蛋白尿は、入院前の蛋白尿よりも増加していた。 
 

南関東ブロック： 

1 普及啓発  

千葉県では、行動変容のためのヘルスコミュニ

ケーション学の専門家と協同し、住人向け受診

勧奨から受診行動への行動変容を促すリーフ

レットを千葉県庁健康づくり支援課とともに

作成した。約 5 万枚の印刷を予定しており、今

後健診施設を中心に県庁から配布予定である。

来年度はさらに健診施設への配布とともに医

療機関への配布も行い、未診断の CKD 症例の

撲滅を目指し、地域住人への周知を図っていく。 

 
 

神奈川県では、CKDの予防、重症化防⽌の知識を

県⺠に普及啓発することを⽬的として、医療講

演会及び相談会を特定⾮営利活動法⼈神奈川県

腎友会に委託し、令和５年度内に２回開催し

た。 

 

2 診療連携体制構築  

埼玉県では糖尿病性腎症重症化予防プログラ

ムへの CKD 対策の相乗りし、県庁および県医

師会と共同して慢性腎臓病進展抑制協議会・

CKD 対策事業検討会の発足準備を行った。そ

れに先駆けて、同プログラムの６年目の効果判

定を行った。同プログラムでは、特定健診・レ

セプトデータから糖尿病重症化リスクの高い

患者を抽出し、未受診者・受診中断者への受診

勧奨（面談・電話）、通院者への保健指導を継続

した結果、受診勧奨および保健指導を応諾した

群は応諾しなかった群に比較して、有意に蛋白

尿区分が改善した。また保健指導を応諾した群

は応諾しなかった群に比較し、３年後の CKD
重症度分類マトリックスの分布に有意差が認

められた。 

 
 
さらに県内４つの大学関連施設（埼玉医科大

学病院、埼玉医科大学総合医療センター、自治

医科大学おおみや医療センター、獨協医科大学

埼玉医療センター）を中心に、市町村医師会・

かかりつけ医との間で CKD 診療連携体制を構

築した。 

 
 
神奈川県では、神奈川県 CKD 対策連絡協議会

を年１回開催し、専門医、関係団体と行政の間

で意見交換を行っている。また神奈川県 CKD
診療連携構築協議会を年２回開催し、かかりつ

け医から腎臓専門医への連携体制に関する課

題抽出や全体方針・役割分担などを協議した。

連携体制の推進のため、県内専門医リストを公

開し、また CKD 診察依頼書や CKD 連絡票を

運用している。 
 

東海ブロック： 

1 普及啓発  

愛知県では、朝日新聞誌上に 2024 年 3 月に

2 回に分けて、「たとえ軽度でも命に関わるリス

クが増す。それが「慢性腎臓病」」と題した慢性

腎臓病の概説と医師、理学療法士を含めた慢性

腎臓病に関する座談会を掲載した。また、世界

腎臓 Day にはデザインホールにて 300 人規模



 

13 
 

の講演会を開催した。三重県では、慢性腎臓病

対策県民公開講座を「小さな腎臓があなたの健

康を守る」と題し、亀山市文化会館大ホールに

て開催され、400 人の参加があった。そのほか、

静岡県、岐阜県においても各県の代表を中心に

５人に 1 人の割合で存在すると言われる慢性腎

臓病の危険性やその対策を生活習慣の見直し

から、かかりつけ医あるいは専門科への受診に

至るまでを啓蒙した。 
 

2 診療連携体制構築  

各県における医学部附属病院（愛知県４大学、

三重県、静岡県、岐阜県それぞれ１大学）を中

心として、関連病院へ腎臓内科専門医の派遣を

広く行なっている。新たに専門科の開設に行っ

た市中病院もあるが、増えゆく慢性腎臓病患者

の診療には一般医家の協力は不可欠であるた

め、各県、地域の医師会単位で慢性腎臓病診療

の普及活動に努め、専門病院との併診が可能と

なるよう、体制の構築を促している。 
 
3 診療水準向上 

2023 年 6 月に発刊された日本腎臓学会によ

る「エビデンスに基づく CKD 診療ガイドライ

ン 2023」の作成に、東海４県からも多くの作成

委員、SR 委員が積極的に関与した。現在も一般

医家やコメディカル向けの「CKD 診療ガイド

2024」、患者様及びご家族向けの「CKD 療養ガ

イド 2024」を作成中である。これは医師だけで

なく CKD 診療に関与するすべての医療人の診

療水準を向上することとなった。これらの書物

を含め、CKD 診療に携わる人の裾野をさらに

広げ、診療水準の向上を目指している。 
 
近畿ブロック 

診療水準向上 

大阪府内科医会の先生方に下記のようなア

ンケート調査を行った。 
Q1 先生の所属の医療機関は?： □無床診療所 

□有床診療所 □病院（200 床未満） □病院（200
床以上） 
Q2 先生の主な診療領域は？： □一般内科 

□腎臓/透析 □循環器 □糖尿病・内分泌 □消化

器 □呼吸器 □神経 □血液 □膠原病・リウマ

チ □その他（    ） （いずれか 1 つ） 
Q3 「CKD 診療ガイドライン 2023」（日本腎臓

学会編）の使用状況は？ 
□持っていない □持っているが、あまり利用

しない □よく利用する 
Q4 SGLT2 阻害薬を CKD 患者に処方してい

ますか? 

□処方している □DKD*患者のみに処方 □
処方していない （Q6 へ） *: DKD（糖尿病関

連腎臓病） 
Q5 SGLT2 阻害薬を新規処方する場合の腎機

能の目安は? 
□eGFR60 以上 □eGFR30 以上 □eGFR15

以上 □eGFR15 未満でも処方する 
Q6 SGLT2 阻害薬を新規処方後、どれくらい

後に血液検査・尿検査をしますか? 
□2 週後 □1 か月後 □2 か月後  □3 か月

後 □6 か月後  
Q7 SGLT2 阻害薬を CKD 患者に処方する目

的は?（複数選択可） 
□蛋白尿抑制 □CKD 進展抑制 □心血管病

抑制 
Q8 SGLT2 阻害薬を高齢者に処方する場合の

注意点は? （複数選択可） 
□フレイル・サルコペニア □脱水 □尿路性

器感染症 □低栄養 □ケトアシドーシス 
Q9 先生自身で下記の腎性貧血治療をしてい

ますか?（複数選択可） 
□エリスロポエチン製剤 □HIF-PH 阻害薬 

□経口鉄製剤  □静注鉄製剤  
□治療していない、あるいは専門医に紹介 

Q10 腎性貧血の治療開始の Hb(g/dL)値はい

くつとお考えですか? 
□8.0 未満 □8.0～8.9 □9.0～9.9 □10.0～

10.9 □11～12 □専門医に相談 
Q11 腎性貧血の治療目標の Hb(g/dL)値はい

くつとお考えですか? 
□9.0 以上 □10.0 以上 □11.0 以上 □12.0

以上 □13.0 以上 □専門医に相談 
以下は Q9 で HIF-PH 阻害薬を処方している先

生にお聞きします  
Q12 新規に HIF-PH 阻害薬を処方後、どれく

らい後に血液検査をしますか? 
□2 週後 □1 か月後 □2 か月後 □3 か月後 

□6 か月後  
Q13  HIF-PH 阻害薬を処方前、処方後の検査

時に何を検査しますか? （複数選択可） 
処方前：□Hb □MCV □網赤血球 □TSAT □フ

ェリチン □クレアチニン(eGFR)  
処方後：□Hb □MCV □網赤血球 □TSAT □フ

ェリチン □クレアチニン(eGFR)  
Q14 HIF-PH 阻害薬を処方する際には併用薬

に気を付けていますか? 
□気を付けている □特に気にしていない 

Q15  HIF-PH 阻害薬を処方前、処方後、眼底

検査をしていますか? 
処方前 □糖尿病患者のみ □すべての患者 

□検査していない 
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処方後 □糖尿病患者のみ □すべての患者 

□検査していない 
Q16 HIF-PH 阻害薬を処方前に悪性腫瘍の精

査をしていますか? 
□していない □問診をしている □精査して

いる（具体例；          ） 
Q17 CKD 患者に MRA （ミネラルコルチコ

イド受容体拮抗薬）を処方していますか? 
□処方している □DKD 患者のみ処方 □高

血圧患者のみ処方 □処方していない（Q22 へ） 
Q18 ステロイド系と非ステロイド系 MRA を

意識して処方していますか? 
□意識していない □ステロイド系を優先 □

非ステロイド系を優先 
Q19 CKD 患者に新規に MRA を処方後、どれ

くらい後に血液・尿検査をしますか? 
□2 週後 □1 か月後 □2 か月後 □3 か月後 

□6 か月後  
Q20 Q19 の検査項目は何ですか? （複数選択

可） 
□クレアチニン(eGFR) □カリウム □尿蛋

白定性 □尿蛋白定量 
Q21 CKD患者にMRAを処方する目的は?（複

数選択可） 
□蛋白尿抑制 □CKD 進展抑制 □心血管病

抑制 
Q22 CKD 患者にカリウム低下薬（吸着薬）を

処方していますか? 
□処方している □処方していない 

Q23 高カリウム血症の CKD 患者に対してど

のように対応しますか?（複数選択可） 
□食事指導 □カリウム吸着薬処方 □RAAS

系阻害薬の中止・減量 □専門医へ相談 
Q24 CKD 患者の高カリウム血症の治療を開

始する血清カリウム値は？ 
□>5.0 mEq/L □>5.5mEq/L □>6.0 mEq/L 

□>6.5 mEq/L □症例に応じて 
Q25 CKD 患者における血清カリウム値の管

理目標は？ 
□<4.5mEq/L □<5.0 mEq/L □<5.5 mEq/L 

□<6.0 mEq/L □症例に応じて 
Q26 CKD 患者に ARNI (アンジオテンシン受

容体ネプリライシン阻害薬）を処方しています

か? （複数選択可） 
□高血圧合併例に □心不全合併例に □処方

していない（Q29 へ） 
Q27  高血圧合併あるいは心不全合併CKD患

者に ARNI を処方する目的は?（複数選択可） 
□蛋白尿抑制 □CKD 進展抑制 □降圧効果 

□心不全抑制 
Q28  ARNI を新規処方する CKD 患者の腎機

能はどれくらいですか? 
□eGFR60 以上 □eGFR30 以上 □eGFR15

以上 □eGFR15 未満でも処方 
Q29 高血圧合併 CKD 患者に処方する降圧薬

の上位３つはどれですか?  
① 蛋白尿を伴う場合；□ARB □ACE 阻害

薬 □Ca 拮抗薬 □利尿薬 □β遮断薬 □MRA 
□ARNI 
② 心不全を伴う場合；□ARB □ACE 阻害

薬 □Ca 拮抗薬 □利尿薬 □β遮断薬 □MRA 
□ARNI③ 糖 尿 病 を 伴 う 場 合 ； □ARB 

□ACE阻害薬 □Ca 拮抗薬 □利尿薬 □β 遮断

薬 □MRA □ARNI 
④ 難治性高血圧の場合；□ARB □ACE 阻

害薬  □Ca 拮抗薬 □利尿薬 □β 遮断薬 

□MRA □ARNI 
現在、内科医会の先生方からのアンケート結果

を解析中である。 
 

中国ブロック： 

1 普及啓発  

① 今年度は、例年とは異なる場所でのイベ

ントとした。啓発イベントとして、CKD に関す

るチラシ（下図）やノベルティグッズの配布

（600 部）、CKD 啓発動画の放映、などを行っ

た。 

 

結果としては、昨年までとは通り過ぎる人の

流れが変わることにより、例年とは異なる行動

パターンの一般市民への啓発が達成できた。ノ

ベルティグッズとして今年度は CKD カレンダ

ー、除菌ウェットティッシュとボールペンを作

成し配布したところ、これらに掲載されている

二次元バーコードを通じて CKD クイズに挑戦

し回答した方がイベント当日に 17 名いた。 
② COVID19パンデミック後初めて現地開

催単独で CKD 県民公開講座を行った。現地参

加者が 167 名と昨年より倍増し、ほぼ

COVID19 パンデミック前と同水準まで回復し

ていた。 
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③岡山市役所、市内デパートで懸垂幕の掲出を

行った。今年度は新たに新見市へ懸垂幕を作成

した。その結果、岡山県内には７つの懸垂幕を

掲出することができた（岡山県庁、岡山市役所、

津山市役所、笠岡市役所、美作市役所、新見市

役所、および市内デパート）。また岡山県内 27
市町村すべてにロールアップバナーを配布し

た。岡山駅前や岡山市内各区役所などでデジタ

ルサイネージに動画を放映した。ポスターの配

布は、医療機関と、昨年に引き続き県薬剤師会

へ配布した。県薬剤師会では PDF によるポス

ター配布希望であった。昨年作成したのぼりは、

各保健所、市町村役場、病院やクリニックなど

にて今年も掲出いただいた。 
 

2 診療連携体制構築  

R5 年度には、県内７つの CKD-NET で、医

師会、行政、薬剤師、薬剤師、管理栄養士や栄

養委員会などと協力した CKD 診療連携体制を

発展させるべく、各ネットワークで活動を展開

できた。 

 
 
四国ブロック： 

1 普及啓発  

四国各県において啓発イベント等は新型コロ

ナウイルス感染対策の面で計画通りには実施で

きなかったが、高知県においては、R6 年 3 月 14

日に CKD 啓発講演会を対面+Web 開催で行った。香

川県においては 3 月 10 日に CKD 啓発街頭キャン

ペーンをおこなった。 
 

2 診療連携体制構築  
四国各県において新型コロナウイルス感染対策

の面で計画通りには実施できなかったが、高知県
においては、R5年10月27日に高知県の東部地区を
対象とする研修会を行い、R6年3月14日にCKD啓発
講演会を対面+Web開催で行った。 

 
3 診療水準向上 
高知県においては、R5年10月27日に高知県の東

部地区を対象とする研修会を行い、R6年3月14日に
CKD啓発講演会を対面+Web開催で行い、診療水準の
向上に努めた。香川県においては、R5年12月6日に
慢性腎臓病(CKD)重症化予防のための診療体制構

築並びに多職種連携モデル事業を行った。 

 
九州・沖縄ブロック： 

1 普及啓発  

それぞれの地区において、昨年同様、様々な

取り組みが行われていることが明らかとなっ

た。やはり糖尿病性腎症重症化予防を基盤とし

て活動を行っているが、我々は CKD 重症化予

防に率先して取り組んでいたことは先進的で

あると思われる。現に、久留米市の透析患者数

は減少していることが報告された。 
久留米校区のイベント等の試みにより市民

約 7000人に対してCKD普及活動を行い、6000
人ほどが CKD に対する知識を獲得しているこ

とが明らかとなった。3 歳児健診における母親

への CKD 啓発介入については、現在データベ

ースを構築中である。 
 

2 診療連携体制構築  

日本腎臓学会学術集会で腎臓病療養指導士

との連携に関する講演を行った。また、行政と

協同して県内および九州・沖縄ブロックを対象

とした講演会・研究会を開催し、特にブロック

研究会（2024 年 3 月開催）では各地域から 10
の演題発表を行って多職種、行政を含めた 230
名以上が参加、情報共有および議論を行った。 
 
3 診療水準向上 

九州・沖縄ブロック内の非専門医を対象とし

た講演会を複数回開催し、最新の CKD 診療に

関する情報共有を行った。さらに、2024 年 3 月

開催のブロック研究会では各地域から230名以

上が参加、情報共有および議論を行った。 
 
定点観測地点： 
旭川市： 
１診療連携体制構築： 

 
 
旭川市医師会、旭川薬剤師会と連携し、2023

年 9 月より CKD シールを導入した。 
 

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
診療連携体制の実際

連携体制に参加している腎臓専門医数 10 11 11 11 12
連携体制に参加している専門医療施設数 3 3 3 4 4
連携体制に参加したかかりつけ医数 90 82 65 70 84
連携体制に参加している他職種
（保健師、腎臓病療養指導士）

2 3 3 5 8

紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ） 270 210 110 140 165
紹介基準に沿った紹介患者数
（黄色枠での紹介数、eGFR>45での紹介数）

74% 77% 75% 51% 15%

腎代替療法の導入依頼患者数 32 20 12 14 18
逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ） 20 18 8 11 25
病診連携（二人主治医制）でフォロー中の
患者総数（連携患者数）

30 30 10 11 15
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【2023 年度末の運用実績】申請 48 件 

 
 

＜定点観測指標＞＊（←昨年）の数値 
連携体制に参加している腎臓専門医数：12（←

11） 
連携体制に参加している専門医療施設数：4（←

4） 
連携体制に参加したかかりつけ医数：84（←70） 
連携体制に参加している他職種（保健師、腎臓

病療養指導士）：8（←5） 
紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ）：165
（←140） 
紹介基準に沿った紹介患者数（黄色枠での紹介

数、eGFR>45 での紹介数）：75%（←51%） 
腎代替療法の導入依頼患者数：18（←14） 
逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ）25
（←11） 
病診連携（二人主治医制）でフォロー中の患者

総数（連携患者数）：15（←11） 
昨年と比し、連携体制に参加している専門医

数、かかりつけ医数、紹介・逆紹介患者数は増

加した。 
 
2 診療水準向上 

 
連携参加かかりつけ医におけるガイドライン

普及率：45%（←45%） 

連携体制でケア中の患者における栄養指導の

実施率：60%（←56%） 
連携体制でケア中の患者における血圧＜

140/90mmHg の割合 (75 歳以上では血圧＜

150/90mmHg)：60%（←64%） 
連 携 体 制 で ケ ア 中 の 患 者 に お け る

Hb11~13g/dL の 割 合 (75 歳 以 上 で は

Hb9~13g/dL)：70%（←73%） 
連携体制でケア中のDKD患者におけるHbA1c
＜7%の割合(75 歳以上では HbA1c＜8%)：50%
（←56%） 
腎代替療法導入依頼患者における SDM 実施

率：100%（←86%） 
定点観測では、全ての指標が昨年と同様であ

ったが、腎代替療法導入依頼患者における

SDM 実施率は 100%を達成した。 
 

千葉県： 
1 診療連携体制構築  

 
① 千葉県 CKD 対策協力医通信の作成・発

刊を行い、令和 6 年 1 月に千葉県内の 252 名の

千葉県 CKD 対策協力医に配布するとともに、

千葉県庁 HP でも公開した。通信は、千葉県内

の CKD 対策の現況、対策協力医に行ったアン

ケート調査結果とその意結果を踏まえての今

後の予定、CKD 診療に利用できる各種ツール

の紹介、改定された CKD 診療ガイドラインに

ついての説明、栄養ケアステーションの紹介を

含んでいる。 

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
診療連携による医療水準の向上：
二人主治医制管理下の患者データ
連携参加かかりつけ医＊における
ガイドライン普及率

NA NA 50% 45% 45%

連携体制でケア中の患者における栄養指導の実施率 40% 40% 40% 56% 60%
連携体制でケア中の患者における血圧
＜140/90mmHgの割合(75歳以上では血圧＜150/90mmHg)

60% 60% 50% 64% 60%

連携体制でケア中の患者における
Hb11~13g/dLの割合(75歳以上ではHb9~13g/dL)

60% 60% 40% 73% 70%

連携体制でケア中のDKD患者における
HbA1c＜7%の割合(75歳以上ではHbA1c＜8%)

50% 50% 40% 56% 50%

腎代替療法導入依頼患者におけるSDM実施率 80% 80% 83% 86% 100%

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
診療連携体制の実際

連携体制に参加している腎臓専門医数 0 140* 86 97 97
連携体制に参加している専門医療施設数 0 93* 46 46 47
連携体制に参加したかかりつけ医数 0 176 209 235 252
連携体制に参加している他職種
（保健師、腎臓病療養指導士）

57 70 73 74 83

紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ） 0 0 219 387 426
紹介基準に沿った紹介患者数
（黄色枠での紹介数、eGFR>45での紹介数）

40.40% 43.80% 40.80% 42.30% 41.50%

腎代替療法の導入依頼患者数 178 261 257 223 285
逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ） 0 0 203 195 194
病診連携（二人主治医制）でフォロー中の
患者総数（連携患者数）

189 243 229 328 710
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② 千葉県 CKD重症化予防対策に取り組む

市町村が、千葉県 54 市町村中、令和 3 年 20、
令和 4 年 22、令和 5 年 32 市町村と増加した。

③全国健康保険協会 千葉支部に千葉県ＣＫＤ

重症化予防対策部会（県庁健康づくり支援課が

設置。今澤が部会長）の委員に新規に加わって

き、令和 5 年度には、1500 名超の方に対して、

CKD の疑いがあるため受診勧奨が行われた。

④千葉県内の腎臓専門医のリスト化（QR コー

ド作成）と共通紹介状作成を行った。紹介状は

千葉県庁ＨＰに掲載するとともに、令和 5 年 5
月号の千葉県医師会報で全千葉県医師会員に

配布された。 

 
⑤千葉県薬剤師会で「千葉県薬剤師会公認

CKD 協力薬局制度」が発足し、腎機能悪化症

例での適正な薬物投与の推進を図る土台形成

を行った。また、かかりつけ医に通院する CKD
患者を対象とし、千葉県栄養士会・栄養ケアス

テーションから派遣される管理栄養士による

生活食事指導も令和 5 年度に開始した。 

 
 
2 診療水準向上 
二人主治医制の連携内で管理されているCKD患

者では、標準治療の実施率が高く推移していた。 

 
 
岡山県美作： 
1 診療連携体制構築  

美作 CKD-NET は、岡山県北部の山間部に位

置するエリアの医療連携ネットワークであり、

以下調査結果を記す。 

 
 
2 診療水準向上 
二人主治医制の連携内で管理されているCKD患

者では、標準治療の実施率が高く推移していた。 
 

 
 
熊本市： 
１普及啓発 

以下の取り組みを行った。 

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
診療連携による医療水準の向上：
二人主治医制管理下の患者データ
連携参加かかりつけ医＊におけるガイドライン普及率 NA NA 81% 89% 94%
連携体制でケア中の患者における栄養指導の実施率 51.30% 47.30% 62.90% 29.30% 21.60%
連携体制でケア中の患者における
血圧＜140/90mmHgの割合(75歳以上では血圧＜150/90mmHg)

60.80% 60.50% 55.50% 68.90% 76.10%

連携体制でケア中の患者における
Hb11~13g/dLの割合(75歳以上ではHb9~13g/dL)

84.30% 90.90% 77.70% 75.30% 63.90%

連携体制でケア中のDKD患者における
HbA1c＜7%の割合(75歳以上ではHbA1c＜8%)

66.30% 83.50% 71.40% 77.70% 64.90%

腎代替療法導入依頼患者におけるSDM実施率 78.70% 89.30% 89.50% 88.80% 89.70%

2020年 2021年 2022年 2023年
診療連携体制の実際

連携体制に参加している腎臓専門医数 4 4 4 4
連携体制に参加している専門医療施設数 11 11 11 11
連携体制に参加したかかりつけ医数 65 89 90 90
連携体制に参加している他職種
（保健師、腎臓病療養指導士）

あり 113 あり あり

紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ） 16 17 47 48
紹介基準に沿った紹介患者数
（黄色枠での紹介数、eGFR>45での紹介数）

31% 59% 57% 67%

腎代替療法の導入依頼患者数 0 2 4 7
逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ） 0 0 32 37
病診連携（二人主治医制）でフォロー中の
患者総数（連携患者数）

78 72 93 146

2020年 2021年 2022年 2023年
診療連携による医療水準の向上：
二人主治医制管理下の患者データ
連携参加かかりつけ医＊におけるガイドライン普及率 80.4% 85.70% 77.40% 82.90%
連携体制でケア中の患者における栄養指導の実施率 71.8% 40.30% 59.10% 61.60%
連携体制でケア中の患者における
血圧＜140/90mmHgの割合(75歳以上では血圧＜

77.8% 73.60% 71.00% 85.60%

連携体制でケア中の患者における
Hb11~13g/dLの割合(75歳以上ではHb9~13g/dL)

91.0% 84.70% 90.30% 89.00%

連携体制でケア中のDKD患者における
HbA1c＜7%の割合(75歳以上ではHbA1c＜8%)

81.3% 89.50% 84.90% 80.80%

腎代替療法導入依頼患者におけるSDM実施率 導入なし 50% 11.80% 100.00%
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・熊本市行政区（中央、東、西、南、北）各地

域における子供とその親世代を対象とした啓

発イベント 
・上記啓発イベントへの腎臓病療養指導士の参

画 
・市内小学校児童へ配布する広報誌への CKD
啓発記事掲載（CKD シール周知も含めて） 
・LINE での情報発信 
・市政だよりへの記事掲載 
・熊本市中心市街地大型モニターでの JKA 啓

発ビデオ放映 
・益城町との共同による市外地区での啓発活動

と腎臓病療養指導士参画 
・生涯教育団体所属ラジオコメンテータ―、パ

ーソナリティーと桒原、腎臓病療養指導士との

共演による CKD 啓発ラジオ番組放送 
 
２診療連携体制構築  

 連携体制の構築は順調に進んでいる。 

 
また、以下の取り組みを行った。 

・コロナの5類以降に合わせて4年ぶりに対面での
CKD病診連携登録医向けCKD対策病診連携説明会を
実施、単位更新 
・生活習慣病重症化予防研修会との協働により実
施 
・Google formによるアンケート調査実施と調査
結果を踏まえた行政との審議会開催 
 
３診療水準向上 
 二人主治医制の連携内で管理されているCKD患
者でも、標準治療の実施率が低めに推移していた。 

 
CKD病診連携登録医向けCKD対策病診連携説明会

における知識のアップデート、早期受診勧奨を今
年のテーマとすることについての意義の説明を行
うことによる意識統一 

 
４人材育成 
コロナ5類以降に伴い、対面で熊本県腎臓病療養

指導士連絡協議会定例会を開催。横のつながりを

強化するとともに、活動報告など自発的に運営い
ただいた。 

 
 
4 人材育成 

全国： 

１）腎臓病療養指導士の継続的な育成：2023 年

5 月 27 日東京医科歯科大学鈴木章夫記念講堂に

おいて認定のための講習会を開催し、現地およ

びオンディマンドを合せて数百名の参加があっ

た。認定試験には 492 名の応募があり、2024 年

2月 4日に認定試験を実施、受験者 327名中 322

名が合格となった。1～7 回合計の資格認定者の

合計は 2,726 名であるが、1～2 回認定者の未更

新による資格喪失者を除いて、現在の資格保有

者は 2,394名となった。本年度の資格更新は 562

名（昨年は 93名）であった。 

２）腎臓病療養指導士の地域差是正：地域の実情

に見合った支援が必要なことから、各都道府県

の連携協議会の設立状況をアンケート調査した

ところ、すでに 7 府県で設立されていることが

判明、J-CKDI ブロックとの連携が取れている府

県もあった。今後は各都道府県への設立を推進

し、連携の会を中心に地域毎に活動を行い、療養

士の育成や支援を進める。 

３）多職種連携の推進とエビデンス構築：多職種

連携の多施設共同研究（全国の 24施設、3015名

が参加）により、多職種介入が CKD ステージ G3

～G5 において腎機能悪化を抑制することが明ら

かとなった（Abe M, Kaname S, Clin Exp 
Nephrol, 2023, Abe M, Kaname S, Front 
Endocrinol 2023, Abe M, Kaname S, Kidney 
Res Clin Pract 2023）。また、この成果を含めた

多職種連携のためのマニュアルを作成し（「CKD

ケアのための多職種連携マニュアル」pdf版、 要 

伸也監修、全 100ページ）、これを厚労科研要班

ホームページにアップした。  

４）保健師による有リスク者への保健指導、早期

CKD 患者への受診勧奨を推進するために、保健師

を対象とした CKD対策セミナーを企画し、保健師

介入の重要性とその好事例を紹介した。 
 

2021年 2022年 2023年
診療連携体制の実際

連携体制に参加している腎臓専門医数 17 18 20
連携体制に参加している専門医療施設数 13 14 15
連携体制に参加したかかりつけ医数 323 282 259
連携体制に参加している他職種
（保健師、腎臓病療養指導士）

70 53 89

紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ） （R3.4～6月分56（R3.4 88（R3.4
紹介基準に沿った紹介患者数
（黄色枠での紹介数、eGFR>45での紹介数）

12 130 146

腎代替療法の導入依頼患者数 NA 31 107
逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ） NA 104 91
病診連携（二人主治医制）でフォロー中の患者総数
（連携患者数）

8 78 88

2021年 2022年 2023年
診療連携による医療水準の向上：
二人主治医制管理下の患者データ
連携参加かかりつけ医＊におけるガイドライン普及率 100% 100% 100%
連携体制でケア中の患者における栄養指導の実施率 25.00% 40.00% 41.40%
連携体制でケア中の患者における
血圧＜140/90mmHgの割合(75歳以上では血圧＜150/90mmHg)

50.00% 60.00% 52.90%

連携体制でケア中の患者における
Hb11~13g/dLの割合(75歳以上ではHb9~13g/dL)

50.00% 60.00% 70.00%

連携体制でケア中のDKD患者における
HbA1c＜7%の割合(75歳以上ではHbA1c＜8%)

NA 60.00% 64.30%

腎代替療法導入依頼患者におけるSDM実施率 NA 60.00% 50.00%
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北北海道ブロック：北北海道ブロック代表・地区

幹事と旭川市内の腎臓病療養指導士の Web 講

演会を開催し、現在の活動状況の共有、今後療

養指導士を増加させるための方策について議

論した。 
 

東北ブロック：東北ブロック全体で 2022 年に比

して、2023 年度は日本腎臓学会腎臓専門医が 3
名増加し、腎臓病療養指導士 13 名（看護師 4
名，管理栄養士 5 名，薬剤師 4 名）が新たに誕

生した。 
 

南関東ブロック：埼玉県では、県内で積極的に多

職種連携セミナーを開催した。 

 

神奈川県では、ＣＫＤの予防や重症化防⽌、透析

導⼊の防⽌を⽬的として、特定⾮営利活動法⼈

⽇本腎臓病協会との共同で、医療従事者向け研

修会を令和５年度内に２回開催した。 

 

東海ブロック：各県における医学部附属病院と関

連病院の腎臓内科を中心として、内科専攻医及び

腎臓専門医、腎臓病療養指導士の育成を個別に行

なってきた。その取り組みの一つとして、三重県

では Zoom を使用した Web 会議形式にて 2 回、

腎臓病療養指導士とのミーティングを開催した。 
 

近畿ブロック：大阪府の各市町村における特定健

康診査実施率を調査したところ、平均 30.3%であ

り、20%～50%まで差が認められた。一方、特定

保健指導実施率については、5%～70%と特定健康

診査実施率に比べて、特定保健指導実施率に大き

な違いが認められた。興味深いことに、それらの

実施率については全く関連が認められなかった。 
また、特定健診データとレセプトデータを突合

し、特定健診で要受診と診断された府民が医療機

関を受診するまでの期間を調査したところ、比較

的受診までの期間についても市町村によって開

きがあり、この受診までの期間は特定保健指導実

施率との関係が認められた(図１,２)。 

図１ 国保加入者の再検査率 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 国保加入者の再検査率(HbA1C≧7.0 が

100 名以上の市町村区) 
 
特定保健指導終了時点の６か月目において、血

圧や体重などは開始時に比べて改善していたが、

終了後６か月後の時点でも体重や血圧は維持で
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きており、特定保健指導により得られた行動変容

が維持できていることが確認できた。 

 

中国ブロック：今年度岡山県では医療従事者（看

護師／保健師、薬剤師、管理栄養士、愛育委員）

を対象とした医療従事者研修会を以下のよう

に開催し、医療従事者の CKD に関する医療レ

ベル向上を図った。 
①赤磐市 栄養改善協議会研修 
②高梁市 腹膜透析勉強会 
③総社市 愛育委員会研修会 
④矢掛町 CKD 検討会 ９月、２月の合計 2回 
⑤倉敷市 医療従事者研修会 
⑥新見市 愛育委員会研修会 
⑦CKD オンライン研修会 7 月、11 月の合計

2 回 
⑧医療費分析研修会 6 月、2 月の合計 2 回 
参加者数は、①140 名、②30 名、③140 名、④

15 名、⑤35 名、⑥75 名、⑦のべ 177 名、⑧合

計 102 名となった。 
各研修会でのアンケート調査の結果、各研修

会参加者にとって各研修会に対する満足度は

非常に高く、ほとんどが満足した、あるいはほ

ぼ満足した、との回答であった。 
 

九州・沖縄ブロック：九州・沖縄ブロックの各県

において、腎臓病療養指導士の育成が順調に行

われ、程度にやや差はあるが数が増えている

（全体として 2022 年に比べ+30%程度、多い県

では+50%近い伸び）。2024 年 3 月開催のブロ

ック研究会では各地域の腎臓病療養指導士な

どから 10 の演題発表がなされ、情報共有・議

論を行った。 
 

 
5 研究開発 
全国： 
１）CKD 対策支援データベース構築 

厚労科研 CKD対策研究班（柏原班、岡田班）ホ

ームページ：URL https://ckd-research.jp/を

立ち上げた。そこに CKD対策支援データベースを

構築・公開し、各都道府県の CKD対策の進捗状況

（診療連携の取り組み、新規透析導入患者数の年

次推移、腎臓専門医数、腎臓病療養指導士数の年

次推移など）を見える化した。 

 

 
 
２） CKD患者数推定 

①CKD患者数の実態調査 

2005 年の CKD 患者数の調査では特定健診デ

ータ、各地のコホート研究データが用いられて

いる。本調査においても、上記データを用いて、

年次的な推移などを調査することも検討した

が、地域に偏りがあることや、会社の健診デー

タを使用することは個人情報保護の観点から

利用が難しいこともあり、NDB データを用い

た解析を行うこととした。NDB データを用い

た解析では全患者データによる解析と部分抽

出データによる解析を並行して行うこととし

た。また、全国規模国保組合、全国協会けんぽ、

自治体国保データでの CKD 有病割合推定アル

ゴリズムを設計した。 

②CKD 患者数に影響を与える因子の解明 
全国協会けんぽデータベース（就労世代の被

保険者数 2500 万人）および全国自治体国保デ

ータベース（65 歳以上の被保険者数 300 万人）

を対象として、過去の健診受診状況等で重み付

けを行うと、30-64 歳における CKD 頻度は

GFR<60, 蛋白尿を CKD の定義すると 17.08%
となり、20 歳以上 64 歳以下が 6838 万人いる

ことから、20 歳以上 64 歳以下の CKD 患者は

1168 万人と推定される。また、65 歳以上にお

ける CKD 頻度は 25.36%となり、65 歳以上が

3623 万人いることから、65 歳以上の CKD 患

者は 919 万人と推定される。これらの推計から

わが国の CKD 患者数は 2000 万人以上も存在

する可能性があり、今後、NDB データなどのさ

らなる解析が必要となる。 
 

3) CKDに対する集学的治療効果の検証 

J-CKD-DBExを用いて標準治療の目標達成数とCK

D進展抑制を検討した結果、CKD診療ガイド・ガイ

ドラインの推奨の達成数が6つ以上のCKD患者は、

5つ以下のCKD患者に比較して、有意に予後良好で

あった。（日本腎臓学会学術集会2023、米国腎臓

学会KidneyWeek2023にて発表）（Sci Rep 投稿中） 

 

 

 

 

https://ckd-research.jp/
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４）透析導入率について、以下の検討を行った。 
①2021 年の都道府県別・男女別・年齢階級別・

透析導入率を計算し、当研究班のホームページ

に公開されている 2006 年から 2020 年までの

年次推移に、その結果が追加された。2021 年の

結果も、これまでと同様、都道府県により透析

導入率は異なっていた。 
年齢階級別にみると、75 歳以上の透析導入率

は都道府県により男性は約 2 倍、女性は約 4 倍

の差を認め、透析導入率が高い都道府県ではそ

の前の年齢階級の透析導入率も高い傾向がみ

られた。 
男性を例に示すと、75 歳以上の都道府県別・

男性透析導入率は、60 ｰ 74 歳の都道府県別・男

性透析導入率と正の相関を示し（R2＝0.52）、60
ｰ 74 歳の都道府県別・男性透析導入率は、40 ｰ

59 歳の都道府県別・男性透析導入率と正の相関

を示していた（R2＝0.54）。なお、40 ｰ 59 歳の

都道府県別・男性透析導入率と 20 ｰ 39 歳では

相関を認めなかった（R2＝0.007）。女性でも同

様に認められた。以上より、75 歳以上の透析導

入率が高い都道府県は、その前の年代（40-74 歳）

から透析導入率が高いことから、75 歳以上の透

析導入率の都道府県差を小さくするためには、

その前の年代（40-74 歳）からの介入が効果的

と考えられた。 
②都道府県別透析導入率を、性年齢を調整し

全国平均を 100%とした標準化透析導入比で示

すと 73%から 134%と、都道府県により異なり、

特定健康診査（以下、特定健診）の都道府県別

実施率と負の相関を示していた（下図）。 
 

 
 

特定健診受診者における都道府県別 CKD 有

病率は 11％から 20％と、こちらも都道府県に

より異なり、特定健診実施率と負の相関を示し

ていた。 
以上の結果より、特定健診実施率を高めるこ

とで、CKD 有病率ならびに透析導入率を低下

させる効果が示唆された。 
③上記で CKD 有病率は、都道府県により異な

ることが明らかになったが、同じ都道府県内で

も市町村により異なることが予測される。地域

の実情に応じて、CKD対策に取り組むために、

地域におけるCKD 患者数を知ることができれ

ば役立つことが期待される。そこで、健診デー

タを用いた地域レベルにおけるCKD 患者数の

推計方法を、新潟県のデータをもとに論文化し

た。各自治体などが保有する地域の健診データ

を活用することで、毎年、地域における CKD 
患者数の最新情報を地域住民に届けることが

できる。この簡便な方法は，地域の実情に応じ

た腎疾患対策に取り組むために有用な情報と

なることが期待される。 
④昨年の本研究班で、透析導入の原疾患のうち、

腎硬化症は年齢を調整しても増加しており、そ

の対策が急務であることを明らかにした。そこ

で本年は、腎硬化症による透析導入患者の特徴

を明らかにするため、透析導入年末時における

心血管病の既往（脳出血，脳梗塞，虚血性心疾

患，四肢切断）とリスク因子（喫煙率，過体重

/肥満）の有病率を、3 つの主要原疾患（腎硬化

症，糖尿病性腎症，慢性糸球体腎炎）で検討し

た。 
その結果、腎硬化症による透析導入患者では、

導入年末時における脳出血の既往、喫煙率、そ

して過体重/肥満の割合（下図）が慢性糸球体腎

炎よりも有意に高く、特に比較的若い患者で顕

著なことが明らかになった。 
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⑤昨年の本研究班で、原疾患別・透析導入率の

経年変化を評価したが、比較的症例数が少ない

原疾患については検討が不十分であった。そこ

で、国の指定難病の一つである急速進行性糸球

体腎炎による透析導入率の経年変化を 2006 年

から 2021 年まで検討した。 
その結果、急速進行性糸球体腎炎による透析

導入患者数は年々増加し、平均年齢も高齢化し

ていた。年齢調整した透析導入率は、2006～
2009 年の 4 年間に比べ、2010～2013 年は男女

とも低下していたが、その後は上昇傾向にあっ

た。 
年齢別では、男女とも 70 歳以上での透析導

入率が近年上昇しており、男性では90歳以上、

女性は80代でその上昇が顕著であった（下図）。 
 

 

 
 

男女とも 70 歳以上で透析導入率が近年上昇

しており、今後、日本の高齢化に伴い、高齢患

者が増加する可能性が示唆された。 
最後に、腎疾患対策検討会報告書発出後 4 年

での評価として、⑥2006 年から 2021 年までの

透析導入率の経年変化を検討し、まとめた。そ

の結果、性年齢階級別透析導入率のグラフは、

年々、全体的に高齢の方へシフトしており、透

析導入が先送りされていることが示唆された

（下図）。 
 

 

 
ただし、80 歳以上の男性では透析導入率が以

前よりも上昇していることが明らかになり、高

齢男性透析患者の増加は、人口高齢化の影響だ

けではなく透析導入率の上昇による影響でも

あると考えられた。 
腎疾患対策検討会報告書発出後の 4 年間で、

透析導入率の低下により 3,725 人の透析導入

を防ぐことができたと推計された。透析導入率

が現状（2021 年）のままなら、将来推計人口か

ら計算される透析導入患者数は約 4 万人とな

り、2028 年までに 3 万 5 千人以下という達成

すべき成果目標（key performance indicator：
KPI）は達成されない。しかし、仮に、現状（2021 
年）の全国透析導入率よりも 5％低い熊本県レ

ベルまで透析導入率を下げることができれば、

将来推計人口から計算される透析導入患者数

は 3.3 万人台となり、KPI は達成される。以上

より、KPI 達成のためには、これからの 5 年
間で透析導入率を今以上に下げる必要があり、

おおよその目安として、現状（2021 年）よりも

5％下げることが求められる。 
 
 
D.考察 
1 普及啓発  

全国：様々なチャネルを通した慢性腎臓病・CKDの

疾患概念の普及啓発は中後年ではかなり浸透し

てきている一方、若年へは十分とは言えない。同

世代の担当者を募り、SNS などを通した情報発信
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が望ましい。また子育て世代であることから、学

校からの情報発信にもある程度の効果が期待さ

れる。 

 

北北海道ブロック：テレビや新聞といったマス

メディアを積極的に活用した啓発手段が有用

と思われた。 
 
南北海道ブロック：北海道は健診を受ける一般市

民の割合が低いため、健診を受けていただけるよ

うに活動を行う。 
 
東北ブロック：対面型の市民公開講座が復活す

るとともに、従来、医療サイド主導であった共

催団体に行政が入るなど、行政が CKD 対策へ

積極的に関与する機運の醸成が進んできてい

ると考えられる。 
 
北陸ブロック：CKD 啓発活動は活発に行われて

いる。この情報の共有も効果が上がっていると

考える。一方で、一般市民における CKD 認知

度は、改善の余地がある。特に若年〜壮年の世

代への効果的な働きかけについては、SNS 等の

活用など新たな取り組みが求められる。 

 

北関東ブロック：COVID-19 感染後で平常時に

一段近づける形での開催が可能となった。 
 

東京ブロック：市民公開講座を実施する場合に

は、開催通知の方法が重要と考えられる。昨年

度は、新聞の折込チラシで周知したが、今年度

はそのかわりに行なった区報や、かかりつけ医

と連携した通知等が効果的という結果であっ

た。参加者は高齢者が多かったが、ホームペー

ジ・SNS も一定の効果があった。さらに、行政

や医師会との接点が生じたことも、これらの方

法のメリットと考えられる。2 時間半という比

較的長時間の講座ではあったが、減塩の重要性

や、糖尿病や高血圧がリスクとなること等、

CKD リテラシーの向上に十分な効果があった

と考えられる。今後は、さらに効率的・効果的

で、より計画的な啓発活動の実施が期待される。 
 

南関東ブロック： 

神奈川県では世界腎臓デーに合わせて県のたより

で CKD 関連の広報を行っており、今後は県民向け

リーフレットの作成やラジオを通した広報なども

積極的に活用していく。他県でも同様の取り組み

を横展開する。 

 

中国ブロック：アフターコロナ時代の普及啓発

として、対面での情報共有の意義を再確認した。

やはり同時間に同場所で情報を共有するとい

うことが、一般市民の方々にとって CKD の理

解を深める大きなきっかけとなることがわか

った。一方で、新聞や TV などの従来の方法、

さらには DX や SNS などを活用する方法など、

様々な手段で啓発することが可能であり、これ

らの継続した活用は重要である。あらゆる年齢

層において、情報源・手段は異なっており、SNS
や動画をより活用する世代もあれば新聞や TV
を情報収集の主メディアとする世代もある。ラ

イフスタイルによって情報収集の形態も多様

化しており、普及啓発の在り方も多様化するべ

きであると考えられた。 
 

九州・沖縄ブロック：保健師等の多職種への

CKD 啓発活動はかなり普及しており、久留米

市の透析患者数が減少していることから、我々

の CKD 啓発活動が徐々に実を結んでいるもの

と考える。CKD の普及に関しては特定健診の

患者のみならず、一般住民を対象とした CKD
発症予防が重要と考えており、我々の啓発活動

を拡大することにより、さらなる透析導入数減

少に期待したい。 
 

 
2 診療連携体制構築 

全国：全都道府県において内容や程度の差はある

ものの、連携体制構築の取り組みがなされており、

研究班と日本腎臓病協会の成果が出てきている

と考えられる。今後は好事例をプログラム化し、

横展開のために公開を目指していく。 

 

北北海道ブロック：CKD 患者では、健常者より

医薬品による有害事象をきたしやすく、禁忌や

投与量の調節などに注意が必要であり、医療者

がお薬手帳に貼ってある CKD シールを目にす

ることにより、それらへの注意喚起が可能とな

る。CKD シールを導入し半年ではあるが、多く

の薬局で使用が開始され、CKD という言葉や

概念の啓発につながり、患者の意識が向上する

ことも期待される。 
 
南北海道ブロック：北海道では CKD 啓蒙活動の

結果、透析導入患者が減少してきており、順調に

成果を伸ばしている。今後は、より地方と専門医

の集中している都市部の医療連携体制を構築す

るとともに、どの地域でも同じ様な医療を受けら

れるようにかかりつけ医への勉強会を行ってい

く。 
 

東北ブロック：本年度の講演会や研修会企画の

傾向としては、CKD 対策と糖尿病性腎症重症
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化予防プログラムの連携、病診連携から地域多

職種連携への展開、講演会企画の定例化などが

みられた。また地域の行政職が登壇する企画が

増え、エリアの設定も二次医療圏単位、郡市医

師会単位、区単位（仙台）ときめ細かくなって

きており、従前にも増して地域の実情を踏まえ、

行政と協働した診療連携体制の構築を指向す

るものとなっていると考えられる。 
 

北陸ブロック：それぞれの CKD 対策の取り組

みは各県単位で、地域の医療状況に合わせた形

で推進された。またそれらの情報を共有するこ

とにより、改善が進むため、今後の効果が期待

される。 

 

北関東ブロック：地区の特徴を生かした連携の

工夫が見られており、数年後の重症化予防の実

績が上がることが期待される。 
 

東京ブロック：診療連携体制構築等の CKD 対策

を以前から実践している、モチベーションの高

い方々を新地区幹事として増員した。地区幹事

就任の依頼に対しては、全員から速やかに承諾

が得られた。2024 年度から活動を開始する予定

であるが、マンパワーの増加により、新たな対

策の推進に加え、既存の対策を見える化するこ

とも期待される。また、人数が多いことによる

デメリットが生じないように注意しつつ、緊密

な連携による好事例の横展開や困難事例への

アドバイスの共有等を推進したいと考えてい

る。 
 

南関東ブロック：千葉県での課題としては、受診

行動変容用リーフレットを活用し、より多くの

国保健診機関に配布するとともに、協会けん

ぽ、そして未だ協力が得られていない産業医で

のリーフレットの使用を促進し、受診行動（千

葉県ではCKD対策協力医へ誘導→適切な診断がで

きる体制が確立済み）へ繋げる。 

神奈川県は CKD 診療連携モデル事業地域に選定さ

れており、各市町村との調整を CKD 対策連携協議

会と CKD 診療連携構築協議会と連携を取りながら

進めていく。 

 

中国ブロック：CKD 対策においては、医師とメ

ディカルスタッフの協働が大変重要である。同

じ岡山県内において、そもそも腎臓専門医の有

無を含めた医療資源やそもそもの人口の違い

があり、それぞれのエリア独自のやり方でCKD
医療連携が展開されている。これが岡山県の

CKD-NET の特徴である。医師会の中に CKD

患者の入院診療可能な施設がある場合とない

場合で、CKD-NET の発展に差がある可能性を

感じた。今後はやはり医療資源の乏しいエリア

で。いかに多職種による CKD 医療連携の継続、

できれば発展につなげていくのか、各エリアで

のニーズに応じた丁寧な対策が必要である。 
 

九州・沖縄ブロック：各地域での CKD 対策推進

により、CKD 診療連携体制の構築が進んでい

るが、やや地域における不均一性がみられ、腎

臓病療養指導士の増加を含めたさらなる対策

が望まれる。 
 

定点観測： 

千葉県：千葉県におけるCKD対策の強みとして

は、①千葉県CKD重症化予防対策部会が千葉県庁

に会議体と設置され、会議委員は、行政、保険

者団体、看護団体、千葉県薬剤師会、千葉県栄

養士会等の多職種で構成されており、取組みを

県全体で行う体制ができ、千葉県600万人超の住

人を対象にCKD対策を進めることができる。 

②県全体の対策効果指標を、県内の各市町村、

CKD対策協力医、日本腎臓学会認定腎臓専門医、

千葉県薬剤師会、千葉県栄養士会等から毎年集

計し、データ検証が可能である。 

③250名超のかかりつけ医がCKD対策協力医とな

り、全郡市医師会でCKD診療体制が整った。 

④千葉県内で42の日本腎臓学会認定腎臓専門医

が在籍する施設が、当対策への賛同を表明して

おり、かかりつけ医との適切な連携が可能とな

っている。 

⑤千葉県CKD重症化予防対策に取り組む市町村が

年ごとに増加（県内54市町村中、令和3年 20、

令和4年 22、令和5年 32市町村）と増加してい

る。 

⑥千葉県薬剤師会、千葉県栄養士会が当対策の

取組みを積極的に実施中である。 

次年度以降の解決すべき課題としては、 

① 千葉県内すべての医師会にCKD対策協力医

は要請され、千葉県内の全ての住人が“ほぼ”

近隣医療機関でCKD重症化予防対策医療を受けれ

るようになったが。市町村別では千葉県54市町

村中、15市町村では不在となっており、来年度

以降、CKD対策協力医不在市町村0を目指す。 

② 千葉県CKD重症化予防対策に取り組む市町

村を千葉県54市町全てを目指す。 

③ 千葉県CKD対策協力医通信の作成・発刊、

さらには講習会を行い、CKD対策協力医における

CKD診療の質を維持する。 

④ 「千葉県薬剤師会公認CKD 協力薬局」か

らの疑義紹介、「千葉県栄養士会・栄養ケアス

テーション」管理栄養士による生活食事指導の

増加を目指す。 
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岡山県美作：岡山県美作エリアの CKD-NET ワ

ークの特徴は、腎臓専門医が少ないこと、連携

体制に参加したかかりつけ医が 6 医師会合計

90 名であること、腎生検を行える施設がないこ

と、人口が大きくなく比較的高齢化が進んでい

る地域であること、などである。 
そういう特徴のエリアで 2019 年から始まっ

た定点観測である。昨年度と比較して、紹介、

逆紹介数は今年度も昨年度と同程度の水準で

あった。一方で、病診連携を行っている患者数

が、前年度の 93 名から大幅に増えた。美作エ

リアにおける医療連携ネットワークの中で、

CKD診療連携の有用性が医師に理解され、徐々

に浸透してきたことを表している。さらなる発

展が期待される。 
 

3 診療水準向上 

全国：日本腎臓学会が発出してきた CKD診療ガイ

ドラインの推奨は集学的治療として CKD進展抑制

効果が確認され、標準治療として普及させる根拠

が確立されたことは重要である。 

定点観測地点での評価では、二人主治医制のも

とで標準治療の遵守率が変動する地域があり、そ

の原因検索と対策が必要である。 

 

北北海道ブロック：旭川市内の多くの開業医で

CKD 患者を診療されており、CKD 診療ガイド

ラインの使用率は約 5 割、糖尿病性腎症重症化

予防プログラムの利用率は約 2 割であった。腎

臓専門医へ紹介する目安として、eGFR<30 が

最も多く(50%)、次に尿蛋白(2+)以上(38%)であ

った。CKD 診療ガイドラインで提唱している

腎臓専門医への紹介基準をより広く周知する

必要がある。 
 
東北ブロック：自記式の血圧手帳は家庭血圧の

把握に有用なツールとして従来から用いられ

おり、かつては医療機関に対し製薬企業から無

償で提供されることが多かったが昨今の情勢

により入手が困難となっており、家庭血圧測定

記録の推進への影響が懸念される。2 人主治医

制における血圧管理状態の把握やガイドライ

ンに準拠した血圧管理のために家庭血圧測定・

記録は重要であり、依然として高齢者などで自

記式の血圧手帳は一定の需要があると考えら

れる。地域基幹病院での診療ツールとして引き

続き活用する意義があると考えられるが、持続

可能な供給体制が課題となる。 
 

北関東ブロック：長野県は CKD 患者数が多いも

のの、重症化への進展が抑制され、透析導入患

者も少ない。この要因として特定健診受診率や

特定保健指導実施率の高さなどがあげられる

が、それ以外の Coccial Capita の相違点、食生

活の違いなどの要因なども考えられた。今後は

これら詳細要因をさらに検討する予定である。 
 

東京ブロック：入院時の蛋白尿は重症化と関連

することから、入院時に蛋白尿検査を実施する

ことは、COVID-19 診療において、その後のリ

スク判定に有用と考えられた。また、入院時の

蛋白尿は、入院前の蛋白尿よりも感染の影響に

より既に増加していることから、既存の蛋白尿

の重症化リスクを知るためには、入院時の蛋白

尿ではなく、感染前の蛋白尿を用いた研究が必

要と考えられた。 
 

近畿ブロック：まだ、すべてのアンケート調査結

果が返ってきておらず、最終集計はできていな

いが、ガイドラインに沿った治療が行われてい

る状況は伺えており、診療連携体制構築、医療

水準向上は進んでいると考えられる。 

 

九州・沖縄ブロック：非専門医を巻き込んだ地域

における診療水準向上のための取組を行い、比

較的順調に進んでいると思われる。 
 

定点観測： 

旭川市：旭川市内の多くの開業医で CKD 患者

を診療されており、CKD 診療ガイドラインの

使用率は約 5 割、糖尿病性腎症重症化予防プ

ログラムの利用率は約 2 割であった。腎臓専

門医へ紹介する目安として、eGFR<30 が最も

多く(50%)、次に尿蛋白(2+)以上(38%)であっ

た。CKD 診療ガイドラインで提唱している腎

臓専門医への紹介基準をより広く周知する必

要がある。 

岡山県美作：血圧管理状況、貧血の管理状況、

血糖管理状況はいずれも高い水準で管理され

ている。血圧管理状況はさらに向上した。た

だ、いずれも 100%まではいっていない。今後

も 100％を目指した質の高い CKD 診療の質の

向上が期待される。 

エリア内での SDM 実施率は、今年は非常によ

かった。対象患者が少なかった可能性があるが、

SDM の重要性が認識されだした証左である。 
 

4 人材育成 

全国：腎臓病療養指導士の増加により、CKD 療養

指導の知識・技能を有し、チーム医療を支える人

材育成が進みつつある。しかし、人数は不足して
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おり、活躍の場や十分ではない。今後は、地域偏

在も考慮したさらなる育成を進めるとともに、腎

臓専門医と連動した地域活動、糖尿病療養指導士

等の他の療養士との連携を推進していく必要が

ある。多職種連携のエビデンスが示されたことに

より、さらなるチーム医療の推進や診療報酬の

獲得に向けた取り組みの加速が期待される。 

 

北北海道ブロック：北北海道ブロックのように、

腎臓専門医が少ない地域においては、腎臓病療

養指導士の役割は大きく、腎臓病療養指導士の

活動を広く多職種に共有し、育成を促進する必

要がある。また、腎臓病療養指導士のモチベー

ション維持のためにも、療養指導士間の情報交

換や活躍の場を提供していく必要がある。 
 

東北ブロック：腎臓専門医、腎臓病療養指導士と

もに資格取得者は増加したが、腎臓専門医は異

動による社会減もあり、増加幅は小さい。第 7
回腎臓病療養指導士合格者（新規）は宮城、岩

手、福島の各県のみとなっており、地域差が課

題である。 
 

近畿ブロック：特定健康診査実施率の市町村の違

いは各市町村における府民の健康に対する意識

や関心などの違いが影響していると考えられた。

一方、特定保健指導については、保健師の業務が

乳児や高齢者に重きが置かれており、成人の生活

習慣病などに対する指導に対して余裕がある市

町村と余裕がない市町村の差が表れていること

が分かった。また、熱心な特定保健指導により得

られた行動変容が特定保健指導終了後も維持で

きていることが確認できたが、特定保健指導実施

率の市町村の違いは、特定健診後の医療機関受診

とも関係があり、CKD の早期発見、早期治療を考

えると、保健師の業務を成人の生活習慣病対策に

も重きを置くことの必要性が明らかとなった。 

 

中国ブロック：一口に医療従事者といっても、看

護師／保健師、薬剤師、管理栄養士はそれぞれ

その専門性が異なっている。自身の職種におい

て、CKD 患者にできる最新の医療、あるいは、

医師診療との連携を高めるために研修機会は

多ければ多いほうがよい。人事異動などで新し

く CKD 対策に従事する人が増減するため、昨

年度までに研修会を開催した市町村において

も、継続した人材育成プログラムの運営が欠か

せない。かつ、昨年度まで開催できていなかっ

た市町村へ新たに研修会を開催できるよう各

市町村役場へ働き掛けていくことが、CKD 対

策を拡充していくために重要である。 

お互いの専門性を活かした効率よい医療連

携のために、お互いの職種の特徴を知ることも

重要であり、1 回の研修会において様々な職種

からの講演を取り入れた。昨年度⑦CKD オン

ライン研修会において、同じ内容で 2 回行った

こと、1 回の研修会において、医師 2 名（保存

期 CKD 管理について、および、腎代替療法に

ついて）、薬剤師、管理栄養士、看護師に加えて

ソーシャルワーカーによる講演を加えたこと

で、CKD の保存期から腎代替療法までの広範

な CKD 対策についての研修会を行うことがで

き、非常に好評であったため今年度も取り入れ

た。これもひとつの多職種連携と言える。こう

した多職種連携を継続できたことの利点のひ

とつに、今年度新設された透析導入期における

新たな保険点数加算の情報を県内関係者へ素

早く共有できたことが挙げられる。 
岡山県には腎臓病療養指導士が昨年度まで

66 名いた。今年度もさらに指導士の増加が達成

できている。上記の取り組みなどを踏まえて、

各エリアで CKD 診療のリーダーや核となるべ

き人材育成が徐々に進んでいる成果の現れと

考えられる。 
 

九州・沖縄ブロック：順調に人材育成が行われて

いると思われる。 
 

 
5 研究開発 

１）日本腎臓学会が改訂出版してきた CKD診療

ガイドラインにおける推奨は、単独では CKD進

展抑制効果は弱いが、６つ以上を達成すると有

意に CKD進展が抑制されることが示され、集学

的治療として有効であった。このようなリアル

ワールドデータによる診療ガイドラインの有

効性が示されたのは世界的にも初めての成果

と考えられ、ガイドラインの改訂とデータベー

スによる効果検証を組み合わせた PDCA サイク

ルを回すことは、診療水準の向上に大きく資す

るものと期待される。 

２)NDB データを用いた CKD 患者数の実態調

査を行うことにより、正確な CKD 患者数が把

握できるとともに、CKD 患者数に影響を与え

る生活習慣病などの因子が解明できると考え

られる。 
３）透析導入率に関する若杉らの研究から、①

都道府県により透析導入率は異なり、特に75歳

以上の透析導入率には２～４倍の都道府県差

を認め、透析導入率が高い都道府県ではその前

の年齢階級の透析導入率も高い傾向がみられ

た。75 歳以上の透析導入率の都道府県差を小さ
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くするためには、その前の年代（40-74 歳）か

らの介入が効果的と考えられた。 
40-74 歳への介入として、②の結果より、特

定健診の活用が考えられた。昨年の本研究班で、

透析導入率の都道府県差に肥満・過体重と尿蛋

白陽性の関与が示唆されたことから、特定健診

実施率を高め、活用し、肥満・過体重の予防や

介入、あるいは尿蛋白陽性者の検出等を行うこ

とで、都道府県により異なる透析導入率の差を

小さくできる可能性がある。 
透析導入率のみならず CKD 有病率も都道府

県により異なっていた。そのため、地域の実情

に応じた CKD 対策に取り組むために、地域に

おける CKD 患者数の推計が求められる。③で

示した CKD 患者数の簡便な推計方法は、各自

治体などが保有する地域の健診データを活用

でき、地域の実情に応じた CKD 対策に取り組

むために、有用な情報となることが期待される。 
原疾患別の検討では、④の結果から、透析導

入率が増加し続けている腎硬化症で、脳出血の

既往・喫煙率・過体重/肥満割合が慢性糸球体腎

炎よりも有意に高く、特に比較的若い患者で顕

著なことが明らかになった。喫煙と過体重/ 肥
満への介入は，増え続けている腎硬化症による

透析導入への対策，特に高い喫煙率・過体重/肥
満割合を認めた若い年齢層で有効な対策とな

る可能性がある。 
もう一つの原疾患別の検討で、⑤の結果から、

今後、高齢の急速進行性糸球体腎炎による透析

導入患者が増える可能性が示唆された。 
最後に、腎疾患対策検討会報告書発出後 4 年

での評価として、⑥の結果から、性年齢階級別

透析導入率のグラフは，年々，全体的に高齢の

方へシフトしており，透析導入が先送りされて

いることが示唆された。しかし、透析導入率が

現状（2021 年）のままでは、将来推計人口から

計算される透析導入患者数は約 4 万人となり、

2028 年までに 3 万 5 千人以下という KPI は

達成されない。KPI 達成のためには，これから

の 5 年間で透析導入率を今以上に下げる必要

があり，おおよその目安として，現状（2021 年）

よりも 5％下げることが求められる。 
 
 
E.結論 
1 普及啓発  

全国：中高年への普及状況に比較し、若年層・子

育て世代へのより一層の普及啓発が必要である。 

 

北北海道ブロック：CKD 重症化予防のために、国

民の慢性腎臓病／CKD の認知度を上げ、さらに

CKD の重要性の理解が深まるように、今後も継

続した CKD 普及啓発活動が必要である。 
 

東北ブロック：行政と協働した対面型を中心と

した啓蒙活動が展開された。 
 

北関東ブロック：市民への啓発活動の活性化が

みられた。 
 

東京ブロック：目黒区で CKD に関する区民公開

講座を実施した。講座後の参加者へのアンケー

トの結果、CKD リテラシーの向上に十分な効

果があったと考えられる。 
 

中国ブロック：アフターコロナ時代の現在にお

いて、多様な形での普及啓発の在り方を進めて

いくことが、CKD 普及啓発においてより効果

的であると考えられた。 
 

九州・沖縄ブロック：我々の CKD 普及啓発活動

により透析導入患者数は減少した。引き続き

CKD 啓発活動を継続していく所存である。 
 

 
2 診療連携体制構築 

全国：各都道府県で順調に連携体制構築の取り組

みがなされており、今後は好事例の横展開用の情

報共有が重要である。 

 

北北海道ブロック：地域の実情に合わせて、CKD
シール等で薬剤師との連携を促進することは

重要である。CKD 重症化予防のためには、長期

的な視点での取り組みが必要である。 
 
東北ブロック：各県で診療連携体制構築のため

の講演会，研修会企画が活発に展開された。 
ック： 

 

北関東ブロック：積極的な連携構築のための会

議、打ち合わせが行われ、成果が期待できる。 
 

東京ブロック：対策の実践と情報共有に必要な

マンパワーを得るため、都区部の地区幹事を大

幅に増員した。 

 

中国ブロック：岡山県内で、ほぼ全域をカバーす

る形で各エリアに構築された CKD 診療連携体

制を継続できた。そして、これらの CKD-NET
を多職種連携へと徐々に発展させることが期

待される。 
 

九州・沖縄ブロック：地域における診療連携体制
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充実のため、さらに多職種連携の強化を進めて

いく必要がある。 
 

定点観測： 

千葉県：千葉県全域におけるＣＫＤ診療の普及

を目指している。そのためには、様々な職域の

関与が必要であるが、令和 5 年度には前述のご

とく前年度よりもさらに多くの多職種の積極

的な関与が得られ、結果として集積されたデー

タからも千葉県におけるＣＫＤ診療の普及は

促進された。 
岡山県美作：美作 CKD-NET の定点観測を行っ

た。アフタ―コロナ時代に入り、CKD 診療連携

がしっかりできており、今後のさらなる発展が

期待される。 
 

3 診療水準向上 

全国：CKD 診療ガイドラインの推奨は標準治療と

して CKD 進展抑制効果が確認されており、より広

く普及させるべきである。ただ二人主治医制のも

とでもこの標準治療の遵守率が変動する地域が

あり、その方策を図る必要がある。 

 

北北海道ブロック：かかりつけ医から腎臓専門

医への適切な紹介を促進するために、CKD 診

療ガイドラインのさらなる周知・利用促進が望

まれる。 
 
東北ブロック：CKD 診療連携における血圧管理

状態の把握やガイドラインに準拠した血圧管

理のためブロック内の CKD 診療連携の基幹と

なる施設を中心に自記式血圧手帳を配布した。 
 

北関東ブロック：県単位での CKD 診療共通目標

を比較検討することで、各県の特徴が明らかと

なり、改善可能な社会要因を明らかにすること

で均てん化をはかりたい。 
 

東京ブロック：既存の蛋白尿と COVID-19 の重

症化に関連は認めなかったが、入院時の蛋白尿

と重症化には関連を認めた。 
 

近畿ブロック：安全かつ有効な CKD 治療のため

にも、診療連携体制構築、医療水準向上が重要

であると考えられた。 

 

九州・沖縄ブロック：非専門医を中心にさらに診

療水準向上のための取組を進めることが重要

である。 
 

定点観測： 

旭川市：かかりつけ医から腎臓専門医への適切

な紹介を促進するために、CKD 診療ガイドラ

インのさらなる周知・利用促進が望まれる。 

岡山県美作：美作 CKD-NET の定点観測を行っ

た。アフタ―コロナ時代に入り、CKD 診療連携

がしっかりできており、今後のさらなる発展が

期待される。 
 

 

4 人材育成 

全国：腎臓病療養指導士を中心とするCKD診療メ
ディカルスタッフの育成とその効果検証が、多職
種連携・チーム医療の強化を通して、腎臓病診療
の水準向上に寄与することが望まれる。 

 

北北海道ブロック：今後も継続して人材育成を

行い、CKD 診療における診療連携体制の構築

に資するように、各地域での更なる活動の支援

が重要である 
 

東北ブロック：腎臓専門医、腎臓病療養指導士は

引き続き着実に増加しているが、引き続き地域

偏在の解消にむけた取り組みが望まれる。 
 

近畿ブロック：研究成果を通じて、わが国の CKD
診療における多職種連携の実態と課題が明らか

になり、今後のエビデンス実証研究によってその

有効性と効果的な運用法を示すことができると

期待される。 

 

中国ブロック：岡山県での人材育成は確実に進

んでいると考えられた。 
 

九州・沖縄ブロック：腎臓病療養指導士を中心に

さらに人材育成を進めることが重要である。 
 

 
4 研究開発 

１）CKD 診療ガイドラインの推奨は集学的治療

とすることで CKD進展を抑制することが示され

た。 
 
２）CKD患者数の推定については、各推定方法
の信頼性を評価しつつ、慎重に進める必要があ
る。 
 
３）CKD患者の早期発見、早期治療および重症
化対策のためには、CKDの実態調査および影響
を与える因子の解明が重要である。 
 
４）特定健診実施率を高め、活用し、肥満・過

体重、喫煙、尿蛋白陽性といった関連する要因

に対応することで、透析導入率の都道府県差を
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小さくできる可能性がある。過体重・肥満や喫

煙への介入は、増え続けている腎硬化症による

透析導入への対策に有効な可能性がある。今後、

高齢の急速進行性糸球体腎炎による透析導入

患者が増える可能性があり、原疾患別の対策も

さらに進めていく必要がある。これらの複合的

な対策を推進することで、透析導入率のさらな

る低下を実現することができれば、2028 年ま

でに 3 万 5 千人以下という KPI 達成に近づけ

ると考えられた。 
 
 
F. 健康危機情報 

なし 
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